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はじめに Preface 

 

 

2019 年末に発生し、世界的なアウトブレイクをもたらした新型コロナウイルス感染症（病原体がベー

タコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から WHO に対して、人に伝

播する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下、「COVID-19」とい

う。）に対する世界保健機関（World Health Organization：WHO）の「国際的に懸念される公衆衛生

上の緊急事態（PHEIC）」が終了したことにより、世界的に経済活動が再開されてきた。 

一方、WHO によると、海外の感染症の流行状況は、COVID-19 による世界的な脅威は低下したもの

の、コレラは、依然として公衆衛生に対する世界的な脅威であり、毎年、世界中で 130 万～400 万例の

コレラ症例が発生し、21,000～143,000 例の死亡例があると推定されている。更に、ベクター媒介感染症

は、すべての感染症の 17% 以上を占め、毎年 70 万例以上の死亡が報告されており、蚊媒介感染症であ

るデング熱の症例数は、2023 年には 650 万例を超え、デング熱関連の死亡例も 7,300 例を超えるなど過

去最高を記録し、依然として感染症の脅威は衰えていない 1,2,3。 

  現在、東南アジア各国でもデング熱患者が増加しており、2023 年における我が国の輸入例として、175

名のデング熱症例が報告されている 4。 

2024 年第 20 週までに報告があったデング熱患者は 69 名であり、2022 年の同時期の患者数（24 名）

の 2.7 倍に相当し、昨年の報告数を上回る状況にある 4,5。 

現在、我が国においても、COVID-19 の法的な位置づけが変更され、日本国内の各空港及び海港での

水際対策が平時の水準となったことから、国際空港の航空機の来航数及び海港の国際クルーズ客船の寄

港隻数は、COVID-19 流行以前の実績に戻りつつある。日本政府観光局（JNTO）によると、海外からの

訪日外客数も、COVID-19 流行前の 2019 年と 2023 年を比較すると約 79％まで回復し、国内観光業務

も回復途上にある 6。 

同時に、2023 年の検疫所における港湾衛生調査では、東京国際空港において、外来種でありデング熱

等を媒介するネッタイシマカの幼虫が２回採集されるなど感染症流行国等からの感染症の侵入及び定着

のリスクが増加している。 

したがって、検疫所による、検疫港及び検疫飛行場等の入域地点（Points of entry）における検疫感染

症等を媒介する蚊族及びねずみ族等の生息調査、侵入監視、病原体保有検査等の実施並びにその結果に

基づく速やかなベクターの侵入・定着防止対策の実施は、一層重要なものとなっている。更に、COVID-

19 で経験した新たな感染症に対する迅速な対応を可能とするためにも、平時における監視活動が重要と

なっている。 

本報告書は、WHO の国際保健規則(2005)に基づき、国連加盟国の責務を果たすとともに 2023 年に全

国の検疫所で実施した調査結果（ベクターサーベイランス）について報告するものである。 

 

 

令和６年 10 月 
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１ 国内でのベクター媒介検疫感染症等の発生状況（2023 年）Vector borne quarantinable infectious 

diseases reported in Japan（2023）  

1.1 蚊媒介感染症 Mosquito borne diseases 

2023 年の国内における検疫感染症等に係る蚊媒介感染症の発生状況を「感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律」に基づく感染症発生動向調査（以下「動向調査」という。）を

参考に検証した。 

デング熱は、2023 年において 175 例の症例報告があり、2022 年の報告数（99 例）に比べ約 1.8

倍に増加した 4,7。推定感染地域は、アジア地域でベトナム、ネパール、フィリピンなどの 16 か国、

中南米地域でメキシコ、ブラジル、キューバ、コスタリカの４か国、太平洋諸島でブルネイ、モル

ディブの２か国、カリブ諸国で仏領グアドループ島の１か国、アフリカ地域でマラウイの１か国で

あった 4,7。 

マラリアは、2023 年において 36 例の症例報告があり、2022 年の報告数（31 例）に比べ増加し

た 4,7。推定感染地域は、アフリカ地域でガーナ、ギニア、ナイジェリアなどの 15 か国、アジア地

域でパキスタン、シンガポール、カンボジアの３か国、アメリカ地域でブラジルの１か国、南太平

洋地域でソロモン諸島の１か国であった 4,7。 

チクングニア熱は、2023 年は７例の症例報告があり、2022 年の報告数（６例）に比べ増加した。

推定感染地域は、アジア地域がインド、フィリピン、インドネシア、タイの４か国であった 4,7。 

ジカウイルス感染症は、2023 年は２例の症例報告（2022 年：実績なし）があり、推定感染地域

は、タイ、インドの２か国であった 4,7。 

日本脳炎は、2023 年において６例すべてが国内発生による症例報告であり、2022 年の報告数（５

例）に比べ増加した。報告があった府県は茨城県２例、熊本県２例、静岡県１例、大阪府１例で、

死亡例は報告されなかった 4,7。 

我が国では、感染症流行予測調査事業により日本脳炎の増幅動物であるブタの血清中の HI 抗体

価測定を実施することで、日本脳炎ウイルスの動向を監視している。2023 年５月～10 月に調査を

実施した 26 道県のうち 21 県（宮城県、茨城県、群馬県、千葉県、神奈川県、新潟県、石川県、静

岡県、三重県、島根県、広島県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊

本県、大分県、宮崎県）で日本脳炎ウイルスの抗体が確認された（2022 年は 23 道県中 16 県）8。

1960 年代に日本脳炎患者が多数発生していた環境では、日本脳炎患者が確認される時期に先行し

てブタの日本脳炎ウイルスに対する HI 抗体の上昇が確認されているが、現在では、日本脳炎ワク

チン接種の普及や生活環境の変化等により、ブタの感染状況と患者発生は必ずしも一致しておらず、

近年の日本脳炎患者報告数は毎年 10 例前後で推移している 8。 

なお、ウエストナイル熱の症例報告はなかった 4。 

 

1.2 ねずみ媒介感染症 Rodent borne diseases 

2023 年の動向調査において、ねずみ族や虫類（ノミ）によって媒介されるペスト及びねずみ族か   

 ら感染するラッサ熱、南米出血熱、腎症候性出血熱（以下「HFRS」という。）、ハンタウイルス肺

症候群（以下「HPS」という。）の症例報告はなかった 4。 

 

２ 海外でのベクター媒介検疫感染症等の発生状況（2023 年） Vector borne quarantine infectious 

diseases reported in the World (2023) 

2.1 蚊媒介感染症 Mosquito-borne diseases 



2 

 

○ジカウイルス感染症 

WHO は、ジカウイルス感染症のアウトブレイクにより、2016 年 2 月から 11 月にかけて国際的

に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）を宣言したが、2017 年以降、症例数は世界的に減少

した 9。しかしながら、ジカウイルス感染症は、アメリカ地域のいくつかの国や流行地域において症

例報告が続いており、また、これまでに合計 92 の国・地域からジカウイルス感染症が報告されてい

る 9。 

アメリカ地域では、2023 年の症例として 55,813 例（うち死亡例４）が報告され、2022 年（40,528

例（うち死亡例４））と比べ症例数は 1.4 倍と増加した。上位５か国は、ブラジル（54,116 例（うち

死亡例４））、ボリビア（881 例）、ベリーズ（281 例）、コロンビア（116 例）、グァテマラ（112 例）

で、ブラジルがアメリカ地域での症例の 97.0％を占めていた 10。 

 

Countries and territories with current or previous  
Zika virus transmission 

    

 

出典：WHO, Map of countries Zika transmission  
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Countries and territories with current or previous  
Zika virus transmission, by WHO regional office 

 

 

 

 

 

 

○チクングニア熱 

 チクングニア熱は 1952 年にタンザニア連合共和国で初めて報告された後、アフリカ地域やアジ

ア地域の他の国々でも報告された 11。都市部での発生は 1967 年にタイで初めて記録され、1970 年

代にはインドで初めて記録された 11。現在、アジア地域、アフリカ地域、ヨーロッパ地域、アメリカ

地域の 110 か国以上で報告されている 11。 

2023 年 11 月 30 日時点、26 か国（アメリカ地域 16 か国、アフリカ地域５か国、アジア地域５か

国）から 460,000 症例と 360 例を超える死亡例が報告されている 12。 

アメリカ地域では、2023 年の症例として 411,086 例（うち死亡例 420）が報告され、2022 年

（273,841 例（うち死亡例 87））と比べ、症例数は 1.5 倍、死亡例は 4.8 倍と増加した。上位５か国

は、ブラジル（265,835 例（うち死亡例 123））、パラグアイ（140,905 例（うち死亡例 297））、アル

ゼンチン（1,746 例）、ボリビア（1,468 例）、ベリーズ（272 例）で、ブラジルとパラグアイでアメ

リカ地域での症例の 98.9％を占めていた 13。 

2023 年のアフリカ地域では、889 症例（うち疑い例 240）が報告され、ブルキナファソ（545 例）、

セネガル（337 例）、マリ（7 例）の３か国から報告があった 14。 

 

 

 

AFRO：アフリカ地域事務局、AMRO/PAHO：アメリカ地域事務局/汎米保健機構、EMRO：
東地中海地域事務局 
EURO：ヨーロッパ地域事務局、SEARO：南東アジア地域事務局、WPRO：西太平洋地域事
務局 
出典：WHO Countries and territories with current previous Zika virus transmission（Data 
as of May 2024 ） 
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Global distribution of Chikungunya virus 

                                                          

出典：WHO Global distribution of Chikungunya virus 

 

○デング熱 

デング熱は、2023 年には最多症例数が記録され、WHO 全地域の 80 か国以上で影響があった 15。 

2023 年初頭以降、流行が続いており、症例数は 650 万例を超え、過去最高となる 7,300 例以上のデ

ング熱関連死が報告された 15。 

デング熱は、アフリカ地域、アメリカ地域、東地中海地域、南東アジア地域、西太平洋地域の WHO

地域の 100 か国以上で風土病となっている 15。アメリカ地域、南東アジア地域、西太平洋地域が最

も深刻な影響を受けており、特に、アジア地域は、世界のデング熱症例の約 70％を占めていた 15。 

   2023 年のアメリカ地域は、4,617,108 症例（うち死亡例 2,423）が報告され、2022 年（2,812,311

症例（うち死亡例 1,290））を比較すると、症例が 1.6 倍、死亡例が 1.9 倍と増加した 16。最も多く

の症例報告があったのが、ブラジル（3,088,723 例（うち死亡例 1,184））、次いで、メキシコ（277,963

例（うち死亡例 203））、ペルー（274,227 例（うち死亡例 441））、ニカラグア（181,096 例（うち死

亡例４））、ボリビア（156,774 例（うち死亡例 88））などとなっていた 16。 

2023 年のアフリカ地域では、死亡例 768 を含む 270,901 症例（うち疑い例 179,492）が報告さ

れ、最も多くの症例報告があったのが、ブルキナファソ（237,992 例（うち死亡例 701））で、次い

で、エチオピア（21,486 例（うち死亡例 17））、マリ（5,567 例（うち死亡例 30））、スーダン（1,671

例（うち死亡例７））、チャド（1,582 例（うち死亡例１））などとなっていた 14。 

2023 年のアジア地域では、バングラデシュで 321,179 症例（うち死亡例 1,705）、スリランカ

（88,658 症例）、タイ（156,264 症例（うち死亡例 167））から報告されている 17。タイの 2023 年の

症例数と死亡例は、2018 年以来最高となり、2019 年に報告された死亡例 142 を含む 131,299 症例

を上回った 17。 
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Countries/territories reporting dengue cases since the beginning of 2023 

and as of December 2023 

 

      出典：ECDC, Communicable Disease Threats Report Week 50, 10 - 16 December 2023 

 

○マラリア 

世界的なマラリアの発生状況は、過去 10 年をみると、2017 年の症例（２億 3,700 万例）をピー

クに減少傾向にあったが、2020 年からは増加傾向となり、2022 年には、85 か国から２億 4,900 万

症例と 608,000 死亡例（約 80％が５歳未満の子供）の報告があった 18。死亡例は、前年と比較する

と 2,000 例が減少したものの、症例数は 500 万例増加した 18,19。 

2022 年のアフリカ地域では、全世界におけるマラリアの症例の 93.6％（2 億 3,300 万例）、死亡

例の 95.4% （580,000 例）が発生していた 19。 

一方、アメリカ地域では、2017 年以降、症例数及び死亡例は減少しており、2022 年は、前年を下

回る 55 万 2,000 症例と 343 死亡例であった 19。2022 年は、2010 年以降、最も少なかった 2014 年

（47 万 5,000 症例、346 死亡例）に次いで２番目に少ない症例数となった 19。また、パラグアイ、

アルゼンチン、エルサルバドル、ベリーズは、WHO により、それぞれ 2018 年、2019 年、2021 年、

2023 年にマラリア撲滅国として認定されている 19。 

南東アジア地域では、2018 年から 2022 年において、症例数が 1,000 万例を下回り減少傾向にあ

るが、死亡例は 10,000 例前後で推移している。2022 年は９か国から 5,200,000 症例と 8,000 例の

死亡例が報告された。そのうち症例数は、インド（3,389,400 例）が全体の約 65.7％を占めており、

次いで、インドネシアで 1,156,000 例であった 19。 
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Countries with indigenous cases in 2000 and their status by 2022 

 

                         出 典：WHO, World Malaria Report 2023 

 

【ヨーロッパ】 

2022 年の欧州連合（EU）及び欧州経済領域（EEA）諸国において、27 か国からマラリアによる 

6,131 症例が報告され、輸入例であった 5,388 例のうち、99.8％が旅行関連の事例であった 20。輸入

例の 76.5％が西アフリカ地域で感染した症例であった 20。国別では、最も多くの症例報告があった

のは、フランス（2,783 例）、次いで、ドイツ（768 例）、スペイン（669 例）、イタリア（571 例）、

ベルギー（491 例）となっていた 20。 

2022 年で人口 10 万人当たりの発生率が最も高かったのはリヒテンシュタイン（人口 10 万人あた

り 2.5 例（報告された症例は 1 件））で、次いでスウェーデン（人口 10 万人あたり 1.5 例）、スペイ

ン（10 万人あたり 1.4 例）、アイスランド（人口 10 万人あたり 1.3 例）となっていた 20。  
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Confirmed malaria cases by country, EU/EEA, 2022 

 

    出典：ECDC SURVEILLANCE REPORT Malaria Annual Epidemiological Report for 2022 

 

  ○ウエストナイル熱 

【ヨーロッパ】 

2023 年の欧州連合（EU）及び欧州経済領域（EEA）諸国において、ウエストナイル熱による 728

症例が報告され、そのうち、国内感染症例は、709 例、輸入例は 19 例であった 21。国内感染症例

は、イタリア（336 例）、ギリシャ（162 例）、ルーマニア（103 例）、フランス（43 例）、ハンガリ

ー（29 例）、スペイン（19 例）、ドイツ（6 例）、クロアチア（6 例） とキプロス （５例）の EU

加盟 9 か国から報告された 21。 死亡例はイタリア（29 例）、ギリシャ（23 例）、ルーマニア（12

例）、スペイン（３例）で報告された 21。 2023 年シーズンは、国内感染症例数がピークとなった

2018 年（1,549 例）と 2022 年（1,116 例）に続く報告数となった 21。 
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West Nile virus - distribution of human infections, 2023 

 

出典：ECDC West Nile virus - distribution of human infections, 2023  

 

【アメリカ】 

2023 年のアメリカ合衆国におけるウエストナイル熱の発生状況は、2,566 症例が報告され、2022

年（1,132 例）と比較すると、2.1 倍に増加した 22。最も多くの症例報告があった州は、Colorado 州

で 634 例となり、2022 年（206 例）に比べ 3.1 倍に増加し、次いで、California 州の 409 例とな

り、2022 年（207 例）に比べ 2.0 倍に増加していた 22。 
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West Nile virus human disease cases reported  
by state of residence, 1999-2023, All disease cases 

                             

 

出典：CDC West Nile virus Current Year Data (2023)     

 

2.2 ねずみ媒介感染症 Rodent-borne diseases 

○ペスト 

ペストの流行はアフリカ地域、アジア地域、南アメリカ地域で確認されていたが、1990 年代以

降、ほとんどの症例はアフリカ地域で確認されており、最も流行しているのは、コンゴ民主共和国、

マダガスカル、ペルーの３か国である 24。特に、マダガスカルでは、腺ペストの症例が流行期（９

月から４月の間）においてほぼ毎年報告されている 23。マダガスカルは世界中のペスト症例のほと

んどを占めており、2010 年～2015 年にかけて年間 250～680 例の症例が報告されていた 24。また、

2017 年８月１日から 11 月 26 日までに、マダガスカルの 114 地区のうち 57 地区では、209 例の死

亡を含む 2,417 例のペスト症例（致死率 9％）が報告された 24。 
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Plague Global Distribution of Natural Foci as of March 2016 

 

                      出典：WHO Global distribution of plague foci as of March 2016    

 

【コンゴ民主共和国】 

コンゴ民主共和国では、2021 年 1 月 1 日～6 月 20 日までに、北東部 Ituri 州の 7 つの保健区域で

ペストが発生し、117 例の疑い症例が確認され、うち 13 例が死亡例であった（致死率 11.1％）25。

これらの症例のうち、2021 年 4 月 22 日～5 月 28 日までの 28 例の疑い症例が肺ペストであった 25。 

【マダガスカル】 

マダガスカルでは、2021 年 8 月 29 日～9 月 6 日までに 35 例の肺ペスト症例が報告され、11 例

の死亡（致死率 31.4%）が確認されている 26。 

 

○ラッサ熱 

アフリカ地域では、2023 年１月 27 日～12 月 15 日までに、ラッサ熱は、疑い例 9,087 を含む

10,574 症例（うち死亡例 221）が報告され、最も多くの症例報告があったのが、ナイジェリア（10,211

症例うち死亡例 210）、次いで、リベリア（191 症例うち死亡例５）、ギニア（136 症例うち死亡例

３）、ガーナ（28 例うち死亡例１）、シエラレオネ（８症例うち死亡例２）であった 27。 
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Geographic distribution of Lassa fever 

 

                                           出典：WHO, Introduction to Lassa fever 

 

【ナイジェリア】 

ナイジェリアでは、2023 年第 52 週に、８州から 11 死亡例を含む 43 確定例が報告され、2023 年

１月からの確定症例は 28 州で 1,270 例（うち死亡例 227 を含む）が報告された（致死率 17.9％）

29。28 州から報告があった確定症例のうち 76.9%が Ondo 州（433 確定例）、Edo 州（349 確定例）、

Bauchi 州（194 確定例）の３州であった 28。 
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Confirmed Lassa fever cases by States in Nigeria, 
week 52, 2023 

 

        出典：NCDC, Lassa fever Situation Report Epi Week 52：25# - 31st December 2023   

   

【ガーナ】 

2023 年２月 26 日、ガーナ保健局は、Accra 地域在住の１例の死亡を含むラッサ熱による２症例

を報告した 29。2023 年５月６日の時点で、合計 27 例の確定例と１例の死亡（致死率：3％）が報告

された 29。 

 

   ○ハンタウイルス感染症 

【アメリカ】 

2023 年のアメリカ合衆国での HPS 発生状況は、７州から 19 例の症例報告があり、2022 年（11

例）の 1.7 倍の増加となった 30。最も症例報告が多かったのが、New Mexico 州（7 例）、次いで、

Arizona 州（5 例）、Nevada 州（3 例）、Lousiana 州、Idaho 州、Utah 州、California 州が、それ

ぞれ１例の報告であった 30。 

2023 年４月 13 日、New Mexico 州保健省科学研究部門は、過去２週間内の HSP による３症例を

報告し、2023 年の症例数は合計５例（うち１例の死亡例を含む）となった。５人に関係性はなく、

同じ地域の異なる場所で発生していた 31。 

 

2.3 ダニ媒介感染症 Tick-borne Diseases 

   ○クリミア・コンゴ出血熱 

毎年 、アフリカ地域、アジア地域、ヨーロッパ地域の 30 か国以上で 10,000 ～ 15,000 症例が
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報告され、そのうち 500 例が死亡例であり、世界中で 30 億人が感染リスクにさらされていると推

定されている 33。クリミア・コンゴ出血熱の院内感染は、様々な国で発生しており、死亡率もかなり

高いことが報告されている 32。 

 

Geographic distribution of Crimean-Congo Haemorrhagic Fever 
（2022） 

 

出典：WHO, Vector-borne diseases Crimean-Congo haemorrhagic fever 

 

【ヨーロッパ】 

ヨーロッパ地域では、2018 年～2022 年において、クリミア・コンゴ出血熱による 21 症例が報告

されている 33。症例報告があったのは、ブルガリア（11 例）、スペイン（９例）、ギリシャ（１例）

であった 33。 

【アフガニスタン】 

2023 年、アフガニスタンでは、疑い症例を含む 1,236 症例と 114 例の関連死亡例が報告された

34。15 州から報告があった死亡例のうち、Kabul 州（52 例）と Balkh 州（16 例）で、全体の 59.6％

を占めていた 34。 
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３ 媒介動物の侵入調査及び生息調査の概要（2023 年）Outline of vector surveillance conducted in 2023 

3.1  調査実施検疫港及び検疫飛行場（2023 年）A list of Quarantine seaports and Quarantine airports 

investigated in 2023  

検疫法施行令（昭和 26 年 12 月 14 日政令第 377 号）第１条の２の法第３条の政令で定める港又 

は飛行場のうち、平成 26 年３月 24 日付、食安検発第 0324 第３号「港湾区域等衛生管理業務の手

引きについて」（以下「衛生管理業務の手引き」という。）により横浜検疫所港湾衛生評価分析官へ

報告があった検疫港（海港）及び検疫飛行場（空港）を対象とした（無線検疫対象港の調査データ

は除く。）。 

 

検疫港（海港）：92 

小樽港、石狩湾港、稚内港、留萌港、紋別港、網走港、花咲港、釧路港、苫小牧港、室蘭港、函

館港、青森港、八戸港、宮古港、釜石港、大船渡港、気仙沼港、石巻港、仙台塩釜港、秋田船川港、

酒田港、小名浜港、日立港、鹿島港、木更津港、千葉港、二見港、京浜港（東京）、京浜港（川崎）、

京浜港（横浜）、横須賀港、三崎港、直江津港、新潟港、伏木富山港、金沢港、七尾港、内浦港、敦

賀港、清水港、焼津港、福江港、三河港、衣浦港、名古屋港、四日市港、尾鷲港、舞鶴港、勝浦港、

和歌山下津港、阪神港（大阪）、阪南港、阪神港（神戸）、水島港、境港、浜田港、福山港、呉港、

広島港、岩国港、徳山下松港、宇部港、徳島小松島港、坂出港、松山港、新居浜港、三島川之江港、

高知港、関門港、博多港、三池港、唐津港、伊万里港、佐世保港、長崎港、比田勝港、厳原港、大

分港、佐賀関港、佐伯港、水俣港、八代港、三角港、細島港、志布志港、鹿児島港、喜入港、串木

野港、金武中城港、那覇港、平良港、石垣港 

 

検疫飛行場（空港）：30 

  新千歳空港、旭川空港、函館空港、青森空港、仙台空港、秋田空港、福島空港、百里飛行場、成

田国際空港、東京国際空港、新潟空港、富山空港、小松飛行場、静岡空港、中部国際空港、関西国

際空港、岡山空港、美保飛行場、広島空港、高松空港、松山空港、福岡空港、北九州空港、佐賀空

港、大分空港、長崎空港、熊本空港、宮崎空港、鹿児島空港、那覇空港 

 

合計：122 検疫港・検疫飛行場（表１、図１-１～２） 

 

3.2 調査対象感染症及び調査方法（2023年） Infectious diseases examined in 2023 and the methods 

used for the investigation 

調査対象感染症は、蚊族により媒介されるジカウイルス感染症、チクングニア熱、デング熱、マ 

ラリア、ウエストナイル熱、日本脳炎及びねずみ族またはノミ類により媒介される南米出血熱、ペ

スト、ラッサ熱、HFRS、HPS である。本調査は、「衛生管理業務の手引き」の別添２の「ねずみ

族調査マニュアル」及び別添３の「蚊族調査マニュアル」に基づき実施した。 

 

3.3  調査期間 Period of surveillance 

2023 年１月１日～12 月 31 日 

 

3.4  調査データの集約方法 Summarization of the results 

平成 26 年３月 24 日付け食安検発第 0324 第４号「「港湾区域等衛生管理業務の手引きについて」
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における調査結果の取扱いについて」に基づき実施した検疫港及び検疫飛行場から横浜検疫所港湾

衛生評価分析官に送付された別添資料１の電子媒体の様式１～11（Microsoft® Excel）のデータにつ

いて、横浜検疫所港湾衛生評価分析官において集約した。 

 

４ 媒介動物の侵入調査及び生息調査の結果（2023 年） Results of investigations targeting invasive 

vectors in 2023 

4.1  蚊族調査 Investigation of mosquitoes 

蚊媒介感染症に対する浸淫度を把握し国内での流行を推定する目的で、海外から来航する航空機 

及び検疫法施行令別表第三で定める区域（以下「政令区域」という。）における蚊族の侵入・生息状

況の調査及び病原体検査を実施した。 

4.1.1 航空機調査 Mosquito collections in international aircraft on arrival 

航空機調査は、蚊族調査マニュアルに基づき、海外から来航する航空機に対して目視及び捕虫

網により、25 検疫飛行場で 18 か国・地域、33 路線（2022 年：６空港で 15 か国・地域、28 路

線）、652 機（2022 年：254 機）について実施した。調査を実施した航空機の発航国・地域別は、

台湾：155 機と最も多く、次いで、フィリピン：118 機、ベトナム：98 機、タイ：76 機、韓国：

64 機、インド：26 機、中国（香港・マカオを除く）：26 機、香港：18 機、インドネシア：17 機、

シンガポール：16 機、アメリカ（グアムを除く）：10 機、マレーシア：10 機、バングラデシュ：

５機、ネパール：４機、グアム：４機、スリランカ：３機、アラブ首長国連邦：１機、カタール：

１機であった。 

地域別では、東南アジア地域：335 機（51.4％）、東アジア地域：263 機（40.3％）の２地域で、

合計 598 機の 91.7％を占めていた。次いで、南アジア地域：38 機（5.8％）、北米地域：10 機（1.5％）、

南太平洋地域：４機（0.6％）、中東地域：２機（0.3％）であった。調査を実施した航空機のうち、

３か国・地域３路線（2022 年：３か国４路線）の６機（0.9％）で７個体（2022 年：５機（2.0％）、

９個体）の蚊族を採集した（表３、表４－１、表４－２）。 

採集率が高い路線 （最終発航地） は、22 機中４機（18.2％）であったインド：インディラ・

ガンディー国際空港で、次いで、フィリピン：ニノイ・アキノ国際空港で 109 機中１機（0.9％）、

台湾：台湾桃園国際空港が 138 機中１機（0.7％）であった（表３、表４－１、表４－２、図２）。 

採集した蚊族の種別では、１機１個体（2022 年：実績なし）で外来種であるネッタイシマカ

（Aedes aegypti）、１機１個体（2022 年：実績なし）でシナハマダラカ（Anopheles sinensis）、

４機５個体（2022 年：１機５個体）でアカイエカ群（Culex pipiens complex）を採集した。 

採集した感染症媒介種（７個体）について病原体検査（フラビウイルス、チクングニアウイルス、

マラリア原虫）を実施した結果、陰性であった（表３、表４－１、表４－２、図２）。 

 

4.1.2 成虫調査及び幼虫調 Surveillance of adult and larval mosquitoes at airports and seaports 

調査は、衛生管理業務の手引きの別添１「港湾衛生管理ガイドライン」に従い総務省統計局の標

準地域メッシュ（以下「３次メッシュ」という。）を用いて設定した区域を、調査対象区域（以下

「調査区」という。）とし、外来種の蚊族の侵入及び発生状況を把握するため、調査区内にドライ

アイスを用いた採集機器（ライトトラップ）等を設置し調査を行った（以下「成虫調査」という。）。 

また、「調査区」における外来種の蚊族の侵入及び媒介種の定着状況を把握するため、幼虫の採

集機器（オビトラップ）を設置するとともに、産卵・生息が可能な側溝や溜マス等の水域について

幼虫の生息状況の調査を行った（以下「幼虫調査」という。）。 
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成虫調査 

92 海港及び 30 空港、合計 122 海港及び空港（2022 年：92 海港及び 29 空港、合計 121 海港及

び空港）において、延べ 1,424 調査区（2022 年：延べ 1,249 調査区）で実施した。その結果、84

海港（91.3％）（2022 年：82 海港（89.1％））、26 空港（86.7％）（2022 年：26 空港（89.7％））、

合計 110 海港及び空港（90.2％）（2022 年：108 海港及び空港（89.3％））で蚊族を採集した。採

集した蚊族は、７属 29 種群 18,857 個体（2022 年：８属 24 種群 16,833 個体）であった。最も多

く採集した個体は、コガタアカイエカ（Culex tritaeniorhynchus）7,200 個体で、次いで、アカイ

エカ群 6,518 個体、ヒトスジシマカ（Aedes albopictus）2,481 個体であった。採集した蚊族の個

体のうち、４属 18 種群 18,731 個体（2022 年：４属 14 種群 16,789 個体）が蚊媒介感染症の媒介

種（優先種、従属的種及び注意すべき種）で、採集した蚊族の 99.3％を占めていた。（表５－１～

３）。 

幼虫調査 

91 海港及び 30 空港、合計 121 海港及び空港（2022 年：90 海港及び 29 空港、合計 119 海港及

び空港）において、延べ 1,467 調査区（2022 年：延べ 1,504 調査区）で実施した。その結果、80

海港（87.9％）（2022 年：76 海港（84.4％））、25 空港（83.3％）（2022 年：23 空港（79.3％））の

合計で 105 海港及び空港（86.8％）（2022 年：99 海港及び空港（83.2％））で幼虫を採集した。採

集した幼虫は、７属 24 種群（2022 年：７属 22 種群及び不明種）で、そのうち感染症媒介種（優

先種、従属的種及び注意すべき種）は、４属 13 種群（2022 年：４属 12 種群）であった。東京国

際空港が実施した７月及び 10 月の調査で、外来種でありデング熱、チクングニア熱、ジカウイル

ス感染症の媒介種（優先種）であるネッタイシマカ（Aedes aegypti）の幼虫を採集した。 

成虫調査又は幼虫調査の結果、合計 115 海港及び空港（94.3％）（2022 年：115 海港及び空港

（95.0％））で成虫又は幼虫を採集した（表５－１～３、表６－１～３）。 

 

蚊媒介感染症別の媒介種の採集状況 

〇 デング熱 

東京国際空港において、７月及び 10 月の調査で外来種であり優先種であるネッタイシマカの幼

虫を採集した。 

96 海港及び空港（78.7％）（2022 年：95 海港及び空港（78.5％））では、優先種であるヒトスジ

シマカ、注意すべき種であるコガタアカイエカ、セスジヤブカ（Aedes dorsalis）、ヤマダシマカ

（Aedes flavopictus）及びリバースシマカ（Aedes riversi）を採集した。（表５－１～３、表６－１

～３、図４） 

 

〇 日本脳炎 

60 海港及び空港（49.2％）（2022 年：53 海港及び空港（43.8％））では、優先種であるコガタア

カイエカの成虫又は幼虫を採集し、２海港（0.8％）で優先種であるシロハシイエカ（Culex 

pseudovishnui）の成虫又は幼虫を採集した。成虫は、コガタアカイエカが 7,200 個体、シロハシ

イエカ 1 個体を採集し、全個体の 38.2％を占めていた。注意すべき種として、ヒトスジシマカ、ヤ

マトヤブカ、ネッタイイエカなど６種を採集した（表５－１～３、表６－１～３、図７）。 

〇 ウエストナイル熱 

100 海港及び空港（82.0％）（2022 年：103 海港及び空港（85.1％））では、優先種であるアカイ

エカ群の成虫又は幼虫を採集し、5 海港及び空港（4.1％）（2022 年：5 海港及び空港（4.1％））で
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は、ネッタイイエカの成虫又は幼虫を採集した。アカイエカ群の成虫は 6,518 個体、ネッタイイエ

カの成虫は 522 個体であり、両者を合わせると採集した成虫全体の 37.3％を占めていた。 

従属的種は、ヒトスジシマカ、コガタアカイエカ、ヤマトヤブカ（Aedes japonicus）、トウゴウ

ヤブカ（Aedes togoi）など 11 種を採集した。 

ウエストナイル熱の優先種、従属的種の多くは、我が国の常在種であるため、北海道から沖縄県

までの広範囲で分布していた（表５－１～３、表６－１～３、図６）。 

〇 マラリア 

９海港及び空港（7.3％）（2022 年：13 海港及び空港（10.7％））では、三日熱マラリアの優先種

であるシナハマダラカ（Anopheles sinensis）の成虫 52 個体（0.28%）を採集した。新千歳空港に

おいて、従属的種であるオオツルハマダラカ（Anopheles lesteri）の成虫１個体、広島空港におい

て、注意すべき種であるチョウセンハマダラカ（Anopheles koreicus）の成虫２個体を採集した（表

５－１～３、図５）。 

〇 チクングニア熱及びジカウイルス感染症 

 東京国際空港において、７月及び 10 月の調査で外来種であり優先種であるネッタイシマカの幼

虫を採集した。 

優先種であるヒトスジシマカの成虫又は幼虫は、青森県を北限として、合計 91 海港及び空港

（74.6％）（2022 年：合計 87 海港及び空港（71.9％））で採集した。ヒトスジシマカの成虫は 2,481

個体で、採集した蚊族全個体の 13.2％（2022 年：3,460 個体 20.6％）を占めていた（表５－１～

３、表６－１～３、図３）。 

検疫感染症等の病原体検査結果 

採集した感染症媒介種のうち、検査対象とした 18,482 個体について検疫感染症等の病原体検査 

（フラビウイルス：1,569 プール、チクングニアウイルス：304 プール及びマラリア原虫：21 プー

ル）を実施した結果、８月、成田国際空港及び佐賀空港で採集したコガタアカイエカより、日本脳

炎ウイルス遺伝子Ⅰ型を検出した。それ以外の病原体検査の結果は、陰性であった（表５－１～３）。 

 

4.2 ねずみ族調査 Investigation of rodents 

ねずみ媒介感染症に対する浸淫度を把握し、流行を推定する目的で政令区域におけるねずみ族、

寄生ノミの侵入・生息状況の調査及び病原体検査を実施した。調査は、蚊族調査と同様に政令区域

内に調査区を設定し、調査区内にねずみ族の捕獲器として籠及びシャーマントラップを設置し、92

海港及び 30 空港、合計 122 海港及び空港（2022 年：81 海港及び 26 空港の合計 107 海港及び空

港）で、延べ 891 調査区（2022 年：延べ 759 調査区）で実施した（表７－１～３）。 

 

ねずみ族の捕獲状況 

61 海港及び 21 空港、合計 82 海港及び空港（67.2％）（2022 年：47 海港及び 18 空港の合計 65

海港及び空港（60.7％））で６属９種及び不明種（同定不能）、507 頭（2022 年：５属７種及び不明

種（同定不能）、373 頭）のねずみ族を捕獲した。捕獲数では、ドブネズミ（Rattus norvegicus）

が 175 頭と最も多く、次いで、ハツカネズミ（Mus musculus）151 頭、クマネズミ（Rattus rattus）

73 頭、アカネズミ（Apodemus speciosus）65 頭、エゾヤチネズミ（Clethrionomys rufocanus 

bedfordiae）16 頭、ハタネズミ（Microtus montebelli）12 頭、ヒメネズミ（Apodemus argenteus）

及びエゾアカネズミ（Apodemus speciosus ainu）はそれぞれ５頭、ホンドハタネズミ（Microtus 

montebelli）１頭及び不明種４頭であった。 
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１調査区あたりの捕獲率は、0.57 頭で（2022 年：0.49 頭）、１調査区あたりの捕獲率が高かった 

のは、室蘭港の 7.00 頭、次いで、石狩湾港及び平良港の 3.50 頭であった。また、最も多くのねず

み族を捕獲したのは、京浜港（横浜）の 28 頭であった（表７－１～３）。 

寄生ノミ及びダニの採集状況 

寄生ノミについては、ペストの従属的種であるヨーロッパネズミノミ（Nosopsyllus fasciatus）

を２個体採取した。その他、検疫感染症等の媒介種ではないがモグラケブカノミ（Ctenophthalmus 

Kolenati）11 個体、タテガミミナミノミ（Stivalius aestivalis）４個体、ヤマトネズミノミ

（Monopsyllus anisus）１個体を採取した。 

寄生ダニは、不明種を含めて 316 個体を採取し、最も多く採取したのはヒメトゲダニ（Laelaps 

nuttalli）の 197 個体であった（表７－１～３）。 

 

ねずみ媒介感染症別の媒介種の捕獲状況及び病原体検査結果 

〇 ペスト 

82 海港及び空港（67.2％）で捕獲され従属的種であるねずみ族６属９種 507 頭（不明種４頭含

む）が国内の港湾区域で広く分布していた。また、苫小牧港、京浜港（川崎）において、ペスト菌

を媒介する従属的種であるヨーロッパネズミノミを、それぞれ１個体採取した。検査対象の 471 頭

について、ペスト病原体検査を実施した結果、陰性であった。（表７－１～３、図８）。 

〇 HFRS 

82 海港及び空港（67.2％）で捕獲した従属的種のドブネズミ、クマネズミ及び文献上宿主と報告

されているハツカネズミ、アカネズミ、エゾヤチネズミを加えた 480 頭を捕獲した。検査対象の

465 頭について HFRS 病原体検査を実施した結果、陰性であった（表７－１～３、図９）。 

〇 南米出血熱、ラッサ熱及び HPS 

南米出血熱、ラッサ熱及び HPS の媒介種は捕獲されなかった（表７－１～３）。 

 

関係機関からの通報により捕獲されたねずみ族 

関係機関によるねずみ族の発見通報を受けて、検疫所で対応した結果、海外からの侵入と推定さ

れた 16 事例を以下の表に取りまとめた。 

なお、関係機関からの通報による外来種のねずみ族が捕獲された事例はなかった。 
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2023 年 海外から侵入したと推測されるねずみ族捕獲事例（関係機関による通報事例）

 

５ リスク評価とまとめ（2023 年） Risk assessment of vector- borne diseases at airports and seaports

（2023） 

5.1  蚊媒介感染症 Mosquito-borne diseases 

各検疫港・検疫飛行場について、衛生管理業務の手引きに基づき、調査結果から検疫感染症等の

侵入リスクをＡ～Ⅾで評価した。調査を実施した月ごとに侵入リスクを評価し、最も高い侵入リス

クを年間の評価とした（表８）。 

Ａ（非常に低い）： 政令区域での基礎的調査等において捕集されるが媒介蚊（優先種、従属的種、

注意すべき種）ではない。又は蚊が捕集されない。 

Ｂ（低      い）： 政令区域での基礎的調査等において検疫感染症等を媒介する媒介蚊（優先種、

従属的種、注意すべき種）が捕集された。検疫感染症等の病原体若しくは病原

体遺伝子等の保有は確認されない。 

Ｃ（中 程 度）： 政令区域での基礎的調査等において検疫感染症等を媒介する成虫又は幼虫の外

来媒介蚊（優先種）が捕集された。検疫感染症等の病原体若しくは病原遺伝子

の保有は確認されない。 

Ｄ（高   い）： 政令区域での基礎的調査等において検疫感染症等を媒介する媒介蚊の成虫（優

先種、従属的種、注意すべき種）が捕集された。検疫感染症等の病原体又は病

原体遺伝子の保有が確認された。 
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〇 デング熱 

26 海港及び空港（21.3％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、95 海港及び空港（77.9％）で

は、侵入リスクが低いＢ評価、１空港（0.8％）では、外来種であり優先種であるネッタイシマカの

幼虫を採集したため、侵入リスクが中程度のＣ評価であった。 

〇 日本脳炎 

12 海港及び空港（9.8％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、108 海港及び空港（88.5％）で

は、侵入リスクが低いＢ評価、２空港（1.6％）では、コガタアカイエカから日本脳炎ウイルス遺伝  

子Ⅰ型を検出したため、侵入リスクが高いＤ評価であった。 

〇 ウエストナイル熱 

７海港及び空港（5.7％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、115 海港及び空港（94.3％）で

は、侵入リスクが低いＢ評価であった。 

〇 マラリア 

109 海港及び空港（89.3％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、13 海港及び空港（10.7％）

では、侵入リスクが低いＢ評価であった。 

〇 チクングニア熱 

31 海港及び空港（25.4％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、90 海港及び空港（73.8％）で

は、侵入リスクが低いＢ評価、１空港（0.8％）では、外来種であり優先種であるネッタイシマカの

幼虫を採集したため、侵入リスクが中程度のＣ評価であった。 

〇 ジカウイルス感染症 

31 海港及び空港（25.4％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、90 海港及び空港（73.8％）で

は、侵入リスクが低いＢ評価、１空港（0.8％）では、外来種であり優先種であるネッタイシマカの

幼虫を採集したため、侵入リスクが中程度のＣ評価であった。 

 

5.2 ねずみ媒介感染症 Rodent-borne diseases 

蚊族調査同様に、調査結果から検疫感染症等の侵入リスク（Ａ～Ⅾ）で評価した。調査を実施した

月ごとに侵入リスクを評価し、最も高い発生リスクを年間の評価とした（表８）。 

Ａ（非常に低い）： 政令区域での基礎的調査等においてねずみが捕獲されない。 

Ｂ（低   い）： 政令区域での基礎的調査等において検疫感染症等を媒介する在来種のねずみ

（優先種、従属的種）又はノミ、ダニ（優先種、従属的種）が捕獲された。検  

疫感染症等の抗体又は病原体若しくは病原体を疑う遺伝子等の保有は確認さ

れない。 

Ｃ（中  程  度）： 政令区域での基礎的調査等において検疫感染症等を媒介する外来種のねずみ  

（優先種、従属的種）又はノミ、ダニ（優先種、従属的種）が捕獲された。検

疫感染症等の抗体又は病原体若しくは病原体を疑う遺伝子等の保有は確認さ

れない。 

Ｄ（高     い）： 政令区域での基礎的調査等において捕獲したねずみ（優先種、従属的種）又 

は検疫感染症等を媒介するノミ、ダニ（優先種、従属的種）から検疫感染症等

の抗体又は病原体若しくは 病原体を疑う遺伝子等の保有が確認された。 

〇 ペスト 

40 海港及び空港（32.8％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、82 海港及び空港（67.2％）

では、侵入リスクが低いＢ評価であった。 
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    〇 HFRS 

40 海港及び空港（32.8％）では、侵入リスクが非常に低いＡ評価、82 海港及び空港（67.2％）

では、侵入リスクが低いＢ評価であった 

     〇 HPS、ラッサ熱及び南米出血熱 

     122 海港及び空港では、侵入リスクが非常に低いＡ評価であった。 

 

5.3  考察 Discussion 

ベクターサーベイランス実施状況について 

2023 年の航空機調査は、25 検疫飛行場で 18 か国・地域、33 路線（2022 年：６空港で 15 か

国・地域、28 路線）について実施され、2022 年と比較すると、COVID-19 の世界的な流行により

地方空港で運休していた国際定期便が再開されたこともあり大きく増加した。 

2023 年の蚊族調査の実施状況として、成虫調査は 122 海港及び空港（2022 年：121 海港及び

空港）、幼虫調査は 121 海港及び空港（2022 年：119 海港及び空港）で実施し、いずれも 2022 年

の実施数を上回っていた。また、延べ実施調査区数は、成虫調査は 1,424 調査区（2022 年：延べ

1,249 調査区）で実施し、2022 年の実施数を上回り、幼虫調査は 1,467 調査区（2022 年：延べ

1,504 調査区）で実施し、2022 年の実施数を下回った。 

2023 年のねずみ族調査の実施状況は、122 海港及び空港（2022 年：107 海港及び空港）で実施

し、2022 年の実施数を上回っていた。また、延べ実施調査区数は、891 調査区（2022 年：延べ

759 調査区）で実施し、いずれも 2022 年の実施数を上回っていた。 

ベクターサーベイランスの実施状況として、2023 年５月に COVID-19 の感染症法上の位置づ

けが５類感染症へ移行し水際対策が終了となり、2023 年５月以降の基礎的調査は、コロナ禍前の

実施状況に戻りつつある。特に、航空機調査については、国際定期便の再開に伴い、対象機が大幅

に増加したことで、昨年を大きく上回る実施状況であった。 

蚊族調査について 

航空機調査は、東南アジアを中心に実施され、対象機が 2022 年に比べ大幅に増加したこともあ

り、６機から７個体の蚊族を採集した。採集した種は、外来種でありデング熱、チクングニア熱、

ジカウイルス感染症の媒介種（優先種）であるネッタイシマカ（１機１個体）、マラリアの媒介種

（優先種）であるシナハマダラカ（１機１個体）、及びウエストナイル熱の媒介種（優先種）であ

るアカイエカ群（４機５個体）であった。病原体検査において病原体（フラビウイルス、チクング

ニアウイルス、マラリア）は検出されなかったものの機内で吸血したネッタイシマカが採集され

たことから、航空機を介した媒介種と病原体が侵入する可能性が示唆された。引き続き、航空会社

への蚊族の航空機内への侵入防止策の指導や、海外での蚊媒介感染症の発生状況を踏まえた航空

機調査を実施することが重要である。 

海港及び空港の成虫調査は、７属 29 種群 18,857 個体の蚊族を採集し、外来種の採集はなかっ

たが、蚊媒介感染症の優先種であるコガタアカイエカ（7,200 個体）、アカイエカ群（6,518 個体）、

ヒトスジシマカ（2,481 個体）、ネッタイイエカ（522 個体）、シナハマダラカ（52 個体）を採集し

た。感染症媒介種（優先種、従属的種及び注意すべき種）は、４属 18 種群 18,482 個（98.0％）

であったため、引き続き、各海港及び空港での基礎的調査により、外来種の侵入監視及び病原体保

有状況を把握することが必要である。 

また、採集した蚊族の病原体検査において、成田国際空港及び佐賀空港で日本脳炎ウイルスの

媒介優先種であるコガタアカイエカ（２プール）より、日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型を検出したた
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め、自治体と情報共有しつつ非常時調査を実施した。その後の非常時調査で日本脳炎ウイルス遺

伝子Ⅰ型は検出されなかったが、千葉県及び佐賀県では、2023 年における日本脳炎患者の発生報

告はなかったものの、国立感染症研究所が実施している感染症流行予測調査事業において、千葉

県及び佐賀県ではブタの日本脳炎抗体保有状況が 80％を超えていたことから、引き続き、注視し

ていく必要がある。 

海港及び空港の幼虫調査は、７属 24 種群（2022 年：７属 22 種群及び不明種）で、そのうち蚊

媒介感染症の媒介種（優先種、従属的種及び注意すべき種）は、４属 13 種群（2022 年：４属 12

種群）で、2022 年と比較して大きな変化はなかった。 

しかしながら、東京国際空港では、蚊の活動期間中である７月及び 10 月の幼虫調査で、外来種

であるネッタイシマカを採集したことを踏まえ、トラップ設置数の増加や殺虫剤又は昆虫成長制

御剤（IGR）の使用等、重点調査を実施した。その後のネッタイシマカの採集は報告されていない

が、外来種の侵入・定着に備え、各海港及び空港での定着防止のための環境整備等を行うことが重

要である。 

ねずみ族調査について 

ねずみ族調査では、６属９種及び不明種（同定不能）、507 頭（2022 年：５属７種及び不明種

（同定不能）、373 頭）のねずみ族を捕獲した。捕獲したねずみ族は、ハツカネズミ、ドブネズミ、

クマネズミ、アカネズミ、ハタネズミ等であり、捕獲数は、2022 年と比較して 1.4 倍に、１調査

区あたりの捕獲率は、0.57 頭（2022 年：0.49 頭）と増加した。外来種や病原体を保有していたね

ずみ族は捕獲されず、また、外部寄生虫の調査では、ペストの優先種であるケオプスネズミノミは

確認されなかったものの従属的種であるヨーロッパネズミノミ（２個体）を採取しており、引き続

き、各海港及び空港での継続的な定期調査により、外来種の侵入監視及び病原体保有状況を把握

することが必要である。 

2023 年の関係機関からのねずみ族の通報事例が 16 事例あり、８事例が外航コンテナ内及び外

航貨物内におけるもので、２個体の生体と６個体の死鼠が発見された。なお、航空機での通報事例

はなかった。 

今後も、基礎的調査ではフォローできない関係機関からの通報事例への適切な対応を実施する

上で、綿密な連携が必要である。 

今後のベクターサーベイランスについて 

2023 年のベクターサーベイランス調査実施状況は、2023 年５月８日まで COVID-19 の水際対

策が実施されたことを受け、COVID-19 発生前の 2019 年の調査実施状況を調査区ベースで比較

すると、蚊族調査（成虫・幼虫）では約 75％、ねずみ族調査では約 87％で、航空機機内調査は、

実施機数をベースに比較すると約 60％にとどまり、COVID-19への対応による影響と考えられた。

2024 年の各検疫港・検疫飛行場におけるベクターサーベイランス調査については、COVID-19 発

生前と同様に年間計画に基づく調査が実施されているところである。 

海外では、デング熱は、2023 年には症例数及びデング熱関連の死亡数が、過去最高を記録する

など、依然として、感染症による脅威は衰えていない状況である。また、2023 年の調査において、

ネッタイシマカの幼虫が採集されたことを踏まえ、検疫港・検疫飛行港では、引き続き、海外で発

生しているベクター媒介感染症の国内侵入と定着を防止すると共に、COVID-19 のような新たな

感染症を早期に探知するため、計画的かつ効果的にベクターサーベイランス調査を実施していく

必要がある。 
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６ 情報提供事業 Informing activities 

全国の検疫所が実施したサーベイランスの実績（データ）については、四半期ごとに取りまとめる

とともに、各所で実施した衛生対策を「ベクターサーベイランス情報通信」に掲載し、四半期ごとに

各検疫所へ情報提供を行った（第 80～83 号）。その中で重点調査等を行った事例を以下に記載した。 

 

【航空機調査におけるネッタイシマカ発見事例（中部国際空港）】 

５月 29 日、中部空港検疫所支所が実施した航空機内調査においてマニラ（フィリピン）から到着

した旅客機客室内のオーバーヘッドコンパートメント（荷物棚）で吸血を認める外来種であるネッタ

イシマカ１個体（生体）を採集した。 

本事例における病原体検査は、当該機の過去 10 日間の運行記録からフィリピンを拠点として東南

アジアを中心に本邦を含む東アジアとの往来であったこと、吸血状態であり病原体感染能力を有する

個体か否かを推定する目的で頭部、胸部、腹部、翅及び脚の各部位に解体し各々についてデングウイ

ルス、チクングニアウイルス及びジカウイルスについてリアルタイム PCR 検査を実施した結果、陰

性であった。 

同検疫所は、当該航空機を運航する航空会社に対して、検疫感染症等の媒介蚊の侵入及び定着防止

を図るため注意喚起を行うとともに、航空機内における定期的な殺虫処理等の措置について協力要請

を行った。 

また、過去に検疫所が実施した航空機内調査結果において、2009 年及び 2012 年にマニラ便（成田 

 空港）で同様にネッタイシマカの採集実績があったことから、重点調査として日中帯に到着するマニ

ラ便に対して、６月中は航空会社ごとに１週間に１便の頻度、７月は２週間に１便の頻度で計 12 機

の機内調査を実施したが、ネッタイシマカは採集されなかった。８月以降は他の路線と同様の頻度で

通常調査を継続した。 

 

【幼虫調査におけるネッタイシマカ発見事例（東京国際空港）】 

７月 11 日、羽田空港検疫所支所が実施した定期の幼虫調査において、設置したオビトラップ 29 か          

所のうち１か所のオビトラップからネッタイシマカの幼虫１個体を採集した。７月 12 日以降、回収

した同オビトラップから新たに幼虫５個体を採集し、うち４個体がネッタイシマカであると同定した。

外来種であるネッタイシマカが採集されたことから、以下の重点調査を実施した。 

 【成虫調査】 

ネッタイシマカの幼虫が確認されたオビトラップを中心とした半径 100m の範囲を目安とし、７月  

12 日から７月 18 日までの期間、連日 CO2 トラップを６か所に設置した。期間中、アカイエカ群 11

個体が採集され、その他捕虫網を用いてアカイエカ群３個体（うち雄１体）、コガタアカイエカ 2 個

体（うち雄 1 個体）、トラフカクイカ１個体を採集したが、ネッタイシマカは採集されなかった。 

採集したアカイエカ群、コガタアカイエカについて、病原体検査（フラビウイルス）を実施した結

果、全て陰性であった。 

【幼虫調査】 

ネッタイシマカの幼虫が採集されたオビトラップを中心とした半径 400m の範囲を目安とし、７月 

12 日から８月 13 日までの期間、ペーパータオルを産卵台としたオビトラップを 44 か所（初日は半

径 100m の範囲に 24 か所）に設置した。期間中、３定点よりヒトスジシマカが採集されたが、ネッ

タイシマカは採集されなかった。また、７月 18 日から８月 15 日までの期間、第３ターミナルビル内

のプランターの水受けについて 幼虫の生息調査を実施したが、幼虫は採集されなかった。 
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【航空機調査】 

ネッタイシマカが常在する国や地域からの航空機を対象として、７月 19 日から８月 18 日までの期

間、平日１日１便を原則として機内調査を実施した。期間中、９の国・地域から来航した 19 便の機

内調査を実施した結果、蚊族の採集はなかった。 

【ネッタイシマカ拡散・定着防止策】 

ネッタイシマカの幼虫が確認されたオビトラップを中心とした半径 400m の範囲を目安として、雨

水枡等に、初回時スミチオン（殺虫剤）、２回目以降スミラブ（昆虫成長制御剤）を投入した。調査の

結果ネッタイシマカの採集が無かったこと、気温が低下しネッタイシマカの生息環境が厳しくなるこ

と、ネッタイシマカの幼虫を採集して３か月が経過することから投入期間を 10 月 20 日までとした。 

【関係機関への情報提供】 

航空会社及び東京国際空港保健衛生管理運営協議会宛てに本情報を提供すると共に注意喚起を行

った。 

 

【定期調査で採集したコガタアカイエカからの日本脳炎ウイルス遺伝子検出事例：佐賀空港】 

８月４日、佐賀空港の定期調査（２定点）として実施した CO2ライトトラップによる成虫調査にお

いて、１定点（空港南側沿岸部）で採集したコガタアカエイカ（508 個体（11 プール））の病原体検

査（フラビウイルス）で１プールから日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型を検出した。 

【定点調査の強化】 

佐賀空港では、日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型を検出したコガタアカイエカを採集した定点（空港南

側沿岸部）では、2017 年の定期調査で採集したコガタアカイエカから日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型

が検出されていたことから、平時から定期調査として、２定点の調査頻度を隔週とした調査とし強化

しており、日本脳炎ウイルス遺伝子が検出された８月４日以降、２定点で２回の調査を実施し、合計

でコガタアカイエカ 364 個体（９プール）について病原体検査（フラビウイルス）を実施した結果、

陰性であった。 

【関係機関との連携】 

佐賀空港ターミナルビル(株)、佐賀県空港事務所への事務連絡の発出等による情報共有、更に、佐

賀空港内に注意喚起のポスター掲示等による感染予防の注意喚起を実施した。 

 

【定期調査で採集したコガタアカイエカからの日本脳炎ウイルス遺伝子検出事例：成田国際空港】 

８月 24 日、成田空港検疫所が実施した定期の成虫調査の 1 定点（南部貨物地区）で CO2ライトト

ラップにより採集したコガタアカエイカ（64 個体）の病原体検査で日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型を検

出した。 

今般、日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型が検出されたコガタアカイエカを採集した定点（南部貨物地区）

では、2013 年、2021 年の定期調査において採集したコガタアカイエカから日本脳炎ウイルス遺伝子

が検出されていた。 

【非常時調査】 

８月 28 日から 8 月 31 日までの期間、日本脳炎ウイルス遺伝子Ⅰ型が検出したコガタアカイエカ

を採集した定点と周辺４か所に CO2 ライトトラップを連日設置した。この期間中に採集したコガタ

アカイエカ（85 個体）について病原体検査を実施した結果、全て陰性であった。病原体検査結果を踏

まえ、９月第２週から 10 月第１週までの期間、５か所に CO2ライトトラップを週１回の頻度で設置

した。この期間中に採集したコガタアカイエカ（580 個体）について病原体検査を実施した結果、陰
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性であった。 

病原体検査結果を踏まえ、10 月第２週から 10 月第３週までの期間、毎週１回の頻度で CO2ライト    

トラップを３か所に設置した。この期間中に採集したコガタアカイエカ（21 個体）について病原体検

査を実施した結果、陰性であった。 

非常時調査開始から 10 月第３週時点で、定期調査及び非常時調査を含めた調査全体として、コガ

タアカイエカの採集数が大幅に減少したこと、また、病原体検査の結果、陰性であったことを踏まえ、

10 月第４週からは通常体制に戻した。 

【関係機関との連携】 

空港管理会社、航空会社等の関係機関、千葉県関係部局との情報共有、更に、成田空港検疫所ホー

ムページ等を通じて感染予防の注意喚起を実施した。 

 

【幼虫調査におけるネッタイシマカ発見事例（東京国際空港）】 

10 月 17 日、羽田空港検疫所支所が実施した定期の幼虫調査において、荷さばき場に設置したオビ

トラップ１か所からネッタイシマカの幼虫３個体を採集した。その後、当該オビトラップから新たに

２個体のネッタイシマカの幼虫を採集した。 

なお、今回のネッタイシマカの幼虫が採集された事例は、今期、７月に続き２例目であった。外来

種であるネッタイシマカが採集されたことから、以下の重点調査を実施した。 

【成虫調査】 

ネッタイシマカの幼虫を採集したオビトラップを中心とした半径 100m の範囲を目安とし、10 月

17 日から 10 月 24 日までの期間、連日 CO2トラップを 6 か所（初日は 4 か所）、BG センチネルトラ

ップ（18 日から）を１か所に設置した。調査期間中、アカイエカ群８個体が採集されたが、ネッタイ

シマカの採集はなかった。採集したアカイエカ群（雌）について、病原体検査（フラビウイルス）を

実施した結果、全て陰性であった。 

【幼虫調査】 

ネッタイシマカの幼虫が採集されたオビトラップを中心とした半径 400m の範囲を目安とし、10

月 18 日から 11 月 17 日までの期間、ペーパータオルを産卵台としたオビトラップを 44 か所（10 月

20 日以降 49 か所に増設）に設置した。なお、荷さばき場（コンテナ由来の可能性）で採集したこと、

この先、気温が低下していくことを鑑み、荷さばき場などの半屋内を中心にオビトラップを設置した。

期間中、ネッタイシマカを含め蚊の幼虫の採集はなかった。 

また、10 月 18 日から 11 月 15 日までの期間、第３ターミナルビル内のプランターの水受けについ  

て幼虫の生息調査を実施したが、幼虫は採集されなかった。 

【航空機調査】 

ネッタイシマカが常在する国や地域からの航空機を対象として、10 月 23 日から 11 月 16 日までの      

期間、平日 1 日 1 便を原則として機内調査を実施した。期間中、７の国・地域から来航した 16 便の

機内調査を実施した結果、蚊の採集はなかった。 

【ネッタイシマカ拡散・定着防止策】 

今回ネッタイシマカの幼虫が採集された地点と７月に採集された地点はそれ程離れておらず、７月

の重点調査に伴う拡散・定着防止策を継続していた中での事例であることから、投入場所の変更をせ

ず、当初 10 月 20 日までの実施予定であったところ実施期間を 11 月 20 日まで延長し、合計３回スミ

ラブ（昆虫成長抑制剤（IGR））を投入した。 

【関係機関への情報提供】 
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航空会社及び東京国際空港保健衛生管理運営協議会宛てに本情報を提供すると共に注意喚起を行

った。 

 

７ 添付資料 Appendix 

平成 26 年３月 24 日付け食安検発 0324 第３号「港湾区域等衛生管理業務の手引きについて」 

（令和４年 12 月 26 日一部改正）（各検疫所長宛 検疫所業務課長通知) 

（本文抜粋） 

別添１「港湾衛生管理ガイドライン」 

別添２「ねずみ族調査マニュアル」 

別添３「蚊族調査マニュアル」 

別添４「媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュアル」 
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○検疫法（抜粋）(最終改正：令和四年十二月九日法律第九十六号) 

第一章 総則 

(目的)                       

第一条 この法律は、国内に常在しない感染症の病原体が船舶又は航空機を介して国内に侵入するこ

とを防止すると共に、船舶又は航空機に関してその他の感染症の予防に必要な措置を講ずることを

目的とする。                 

（検疫感染症）  

第二条  この法律において「検疫感染症」とは、次に掲げる感染症をいう。  

一  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 （平成十年法律第百十四号）に規

定する一類感染症  

二  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定する新型インフルエンザ等

感染症  

三 前二号に掲げるもののほか、国内に常在しない感染症のうちその病原体が国内に侵入すること

を防止するためその病原体の有無に関する検査が必要なものとして政令で定めるもの  

（疑似症及び無症状病原体保有者に対するこの法律の適用）  

第二条の二  前条第一号に掲げる感染症の疑似症を呈している者については、同号に掲げる感染症の

患者とみなして、この法律を適用する。  

２  前条第二号に掲げる感染症の疑似症を呈している者であつて当該感染症の病原体に感染したお

それのあるものについては、同号に掲げる感染症の患者とみなして、この法律を適用する。  

３  前条第一号又は第二号に掲げる感染症の病原体を保有している者であつて当該感染症の症状を

呈していないものについては、それぞれ同条第一号又は第二号に掲げる感染症の患者とみなして、

この法律を適用する。  

（検疫港等）  

第三条  この法律において「検疫港」又は「検疫飛行場」とは、それぞれ政令で定める港又は飛行場

をいう。 
 
第三章 検疫所長の行うその他の衛生業務 

（検疫所長の行う調査及び衛生措置）  

第二十七条  検疫所長は、検疫感染症及びこれに準ずる感染症で政令で定めるものの病原体を媒介す

る虫類の有無その他これらの感染症に関する当該港又は飛行場の衛生状態を明らかにするため、検

疫港又は検疫飛行場ごとに政令で定める区域内に限り、当該区域内にある船舶若しくは航空機につ

いて、食品、飲料水、汚物、汚水、ねずみ族及び虫類の調査を行い、若しくは当該区域内に設けら

れている施設、建築物その他の場所について、海水、汚物、汚水、ねずみ族及び虫類の調査を行い、

又は検疫官をしてこれを行わせることができる。  

２  検疫所長は、前項に規定する感染症が流行し、又は流行するおそれがあると認めるときは、同項

の規定に基づく政令で定める区域内に限り、当該区域内にある船舶若しくは航空機若しくは当該区

域内に設けられている施設、建築物その他の場所について、ねずみ族若しくは虫類の駆除、清掃若

しくは消毒を行い、若しくは当該区域内で労働に従事する者について、健康診断若しくは虫類の駆

除を行い、又は検疫官その他適当と認める者をしてこれを行わせることができる。  

３  検疫所長は、前項の措置をとつたときは、すみやかに、その旨を関係行政機関の長に通報しなけ

ればならない。 
 

○検疫法施行令（抜粋）(最終改正：令和六年三月二九日政令第百十六号)              

（政令で定める検疫感染症）  

第一条  検疫法 （以下「法」という。）第二条第三号 の政令で定める感染症は、ジカウイルス感染

症、チクングニア熱、中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイル

スであるものに限る。別表第二において単に「中東呼吸器症候群」という。）、デング熱、鳥インフ

ルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスＡ属インフルエンザＡウイルスであつてその血清亜型

がＨ五Ｎ一又はＨ七Ｎ九であるものに限る。同表において「鳥インフルエンザ（Ｈ五Ｎ一・Ｈ七Ｎ

九）」という。）及びマラリアとする。 

(検疫感染症に準ずる感染症)             

第三条  法第二十七条第一項 の政令で定める感染症は、ウエストナイル熱、腎症候性出血熱、日本脳

炎及びハンタウイルス肺症候群とする。 
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○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（抜粋）(最終改正：令和四年十二月九日

法律第九十六号) 

第六条  この法律において「感染症」とは、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、

五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症をいう。  

２  この法律において「一類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。  

一  エボラ出血熱  

二  クリミア・コンゴ出血熱  

三  痘そう  

四  南米出血熱  

五  ペスト  

六  マールブルグ病  

七  ラッサ熱 

 

○平成 26年３月 24日付け食安検発 0324第３号「港湾区域等衛生管理業務の手引きについて」 

（令和 4年 12月 26日一部改正）（各検疫所長宛 検疫所業務課長通知) 

   

 検疫法第 27 条に規定される検疫所長の行う調査及び衛生措置については、｢港湾区域及び空港区

域の衛生対策について｣（平成 11年９月 30日付け生衛発第 1415号生活衛生局長通知）に基づき、本

通知により実施いただいているところですが、今般、別添２「ねずみ族調査マニュアル」及び別添３

「蚊族調査マニュアル」における検体の送付方法について、現状の取扱いに則したものとなるよう改

正しましたので、港湾区域等衛生管理業務の実施に当たりましては、これにより実施していただくよ

うお願いします。 
 

記 
 
別添１ 港湾衛生管理ガイドライン 

別添２ ねずみ族調査マニュアル 

別添３ 蚊族調査マニュアル 

 別添４ 媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュアル 

 

別添１ 港湾衛生管理ガイドライン（抜粋） 

 

１．目的 

近年、海外における新興・再興感染症の流行が頻発し、交通手段の高速化、大型化等により、短期間

のうちにそれら感染症が広範囲な地域で流行拡大を引き起こすことが報告されている。このような感染

症がグローバル化する中で、我が国に常在しない感染症の国内への侵入・定着が危惧されているところ

である。 

これらの状況から、船舶や航空機を介して国内に侵入・定着する可能性のある検疫感染症及び検疫感

染症に準ずる感染症（以下、「検疫感染症等」という。）、並びに検疫感染症等を媒介するねずみ族や

蚊族といった動物等（以下、「媒介動物等」という。）の国内への侵入・まん延防止が重要となる。 

本ガイドラインは、検疫法（昭和26年法律第201号）第27条第1項の規定に基づき、検疫法施行令別表

第３に定める港湾区域及び空港区域（以下、「港湾区域等」という。）における生息状況について調査

を行い、検疫感染症等の流行地域から来航する船舶や航空機を介して侵入する媒介動物等の監視を合理

的かつ効率的に行うとともに、的確な港湾衛生対策を講ずることを目的とする。この目的は、国際保健

規則（IHR2005）が求める、入域地点における衛生状態の確保、及び媒介動物等の制御に資するものであ

る。 

港湾衛生対策は、全国的に統一された手法により各検疫所で実施してきた調査結果を踏まえ、新たに

リスク評価を行い、その評価に基づき、船舶や航空機を介して侵入する媒介動物等の監視を実施すると

ともに、港湾区域等での生息状況を把握するための調査を行うこととする。実施に際し、各検疫所は評

価レベルに応じた対応を効率的かつ的確に行うこと。なお、飲料水調査、機内食調査、海水調査及び汚

水調査については、これを原因とした集団感染事例が発生した場合等、必要に応じて実施するものとす

る。 
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２．調査対象感染症 

港湾衛生業務の対象となる感染症は、検疫感染症のうち、ねずみ族や虫類によって媒介されるクリミ

ア・コンゴ出血熱、南米出血熱、ペスト、ラッサ熱、ジカウイルス感染症、チクングニア熱、デング熱、

マラリアのほか、検疫感染症に準ずる感染症としてウエストナイル熱、腎症候性出血熱、日本脳炎及び

ハンタウイルス肺症候群とする。 

これらの感染症の調査対象となる媒介動物等は、下記のとおりであり、調査対象ごとに調査マニュア

ルを定めるものとする。 

（１）ねずみ族 

・ねずみ族：南米出血熱、ペスト、ラッサ熱、腎症候性出血熱及びハンタウイルス肺症候群 

・ノミ類：ペスト 

・ダニ類：クリミア・コンゴ出血熱 

※クリミア・コンゴ出血熱を媒介するダニ類については、海外での流行状況を踏まえ、検疫所業

務課の指示に基づき実施する。 

（２）蚊族 

ジカウイルス感染症、チクングニア熱、デング熱、マラリア、ウエストナイル熱及び日本脳炎 

 

３．港湾衛生調査の実施について 

検疫感染症等については、媒介動物等の国内侵入や定着を許せば、国内での発生及び流行を招き、国

民の健康に重大な影響を及ぼすおそれが危惧されることから、港湾衛生対策におけるベクターサーベイ

ランスは極めて重要な業務である。 

そのため各検疫所においては、侵入リスクに応じ、年間を通じ計画的に、海外から侵入する媒介動物

等に対する監視を実施するとともに、外来種の国内定着を察知するため、定期的に調査を行い、種類、

分布状況等を把握するものである。 

なお、調査にあたっては、別添１－１の「調査における調査区の設定」に基づき、調査定点等及び調

査区を設定し、年間計画を立て実施すること。調査頻度は、「媒介動物等を介して侵入する検疫感染症

等のリスク評価マニュアル」（別添４）によるものとする。 

なお、検疫所本所にあっては、管内の支所・出張所が策定する調査定点等や調査区の設定、調査計画、

調査方法、評価等について把握し、客観的に監督・助言を行うこと。併せて、各検疫所の調査定点等の

情報を港湾衛生評価分析官に集約し、客観的に評価・監督・助言を行うこととする。 

 

４．調査結果の活用及び情報提供 

港湾衛生調査結果の効果的な活用を図るためには、結果を集積、解析することが必要であり、さら

に、この情報を港湾区域等の定点情報として集約することが重要である。 

（１）各検疫所において、実施した港湾衛生調査結果に基づき、媒介動物等の生息状況の把握及び評

価を行う。さらに調査結果は、港湾衛生評価分析官へ登録する。 

（２）港湾衛生評価分析官は、全国の検疫所から集約（一元化）されたデータの解析を行い、検疫所

業務課に報告書を提出する。 

併せて、得られた情報を定期的に適切な方法で各検疫所へ情報提供を行う。 

（３）各検疫所においては年間の調査で得られた結果について「媒介動物等を介して侵入する検疫感

染症等のリスク評価マニュアル」（別添４）に基づき、翌年の調査計画に反映させ調査を実施す

る。 

（４）検疫所業務課は、各検疫所へ調査頻度及び対策について周知を図るとともに、適切な方法で国

民に対し港湾衛生調査結果に係る情報提供を行う。 

 

５．国内防疫機関等との連携 

港湾衛生業務は、媒介動物等を介して検疫感染症等が国内へ侵入することを監視し、国内でのまん延

を防止することを目的としている。 

そのため、対象感染症の病原体の検出、感染症を媒介する外来種の侵入、生息が確認される等の状況

下においては、管轄する自治体感染症対策主管部局や保健所等の国内防疫機関（以下、「関係機関」と

いう。）、空港管理会社、倉庫・ふ頭管理会社、航空会社、船舶運航者、船舶代理店等の事業者（以下、

「事業者」という。）との連携が不可欠であり、関係機関や事業者との協力体制による監視強化及び防

除等の必要な防疫措置を講ずる。 
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この連携を確保するために各検疫所は、調査結果で得られた情報を関係機関や事業者に提供し、連携

を強化することが重要である。 
 

６．港湾衛生業務における感染予防対策 

（１）港湾衛生調査時の予防対策 

調査を行う際には、防虫剤の塗布及び必ず作業着、軍手、安全靴等を着用し、健康被害が及ばぬ

よう防御すること。 

（２）非常時の予防対策 

当該感染症の病原体を保有する媒介動物等が発見される等の非常時には、通常調査時の予防対策

に加え、マスク、防塵ゴーグル及び長靴等を着用するなど、当該病原体の暴露に対する防御対策を

講じること。また、当該媒介動物等と接触した場合など、その者に対し、必要に応じ抗生剤の予防

内服や健康観察を実施する。 
 

７．共働支援システム等の活用 

各検疫所における特異事例や港湾衛生調査に関する参考資料等を共働支援システム等へ掲載し、情報

の蓄積を図ることとする。 

共働支援システム等に掲載する情報や頻度は、以下を想定している。 

（１）重点調査、非常時対策の報告書や航空機内における特異事例に関する報告書。 

（２）検疫感染症等の媒介種表：港湾衛生評価分析官が更新し、その都度、検疫所業務課が掲載。 

（３）同定検索表、論文、資料等の参考資料：各検疫所より集積し、その都度、検疫所業務課が掲載。 
 
別添２ ねずみ族調査マニュアル（抜粋） 
 
１．はじめに 

ねずみ族調査は、検疫感染症等のうち、ねずみ族が媒介する南米出血熱、ペスト、ラッサ熱、腎症候

性出血熱及びハンタウイルス肺症候群（以下、「ねずみ媒介感染症」という。）の国内侵入・まん延を

防止するため、検疫港及び検疫飛行場（以下、「検疫港等」という。）ごとに定める港湾区域等におい

て、計画的に、ねずみ族及びペストを媒介する寄生ノミを含めた生息種の把握、及び我が国に生息しな

いねずみ族等（以下、｢外来媒介種｣という。）の発見に努めることとする。 

なお、ねずみ族とは広義には齧歯類を指すが、ここでは主としてねずみ科をいう。 
 
２．ねずみ族調査 

ねずみ媒介感染症の侵入を明らかにするため、海港においては外航船舶が着岸する埠頭周辺及び国際

貨物を蔵置する上屋・倉庫及びコンテナ蔵置場所等、空港においては外航航空機が到着するターミナル

ビルの周辺、貨物機が荷揚げするエリア及び国際貨物を蔵置する上屋等、侵入リスクが高いと考えられ

る場所について、「ねずみ族調査における調査定点及び設置点の設定」（別添２－１）に基づき優先的

に調査定点を設定し、一定の頻度・方法で調査を行う。  

平時においては、基礎的調査及び必要に応じ「アンケート調査」（別添２－４）を実施し、外来媒介

種が侵入したおそれが高い場合等には重点調査を実施する。ねずみ媒介感染症の病原体又は病原体に対

する抗体が媒介種より検出された場合は、｢ねずみ族非常時対策マニュアル｣（別添２－５）及び別途発

出している「ねずみ族調査強化及び防除等にかかる事例集」等を参考に衛生対策を講ずる。 

（１）捕獲調査 

ねずみ媒介感染症の侵入及びねずみ族、寄生ノミ及びダニの生息・分布を把握するため、ねずみ族

は生け捕りを原則とする。この調査を効率的に実施するため、調査定点を設定し、一定の頻度・方法

でねずみ族を捕獲する。なお、捕そ器に鳥獣等が捕獲されることもあるため、「動物の愛護及び管理

に関する法律」（昭和４８年１０月１日法律第１０５号）及び「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律」（平成１４年７月１２日法律第８８号）を遵守し適切に対応する。 

ア．調査頻度・調査定点等 

調査頻度は、「媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュアル」（別添４）

に従う。また、「ねずみ族調査における調査定点及び設置点の設定」（別添２－１）に基づき調査

定点を設定する。設定した調査定点は、「ねずみ族・蚊族調査2 点記録表」（様式１の１）に必要

事項を記載して保存する。 

イ．調査方法 

調査区毎に「ねずみ族の捕獲調査方法」（別添２－２）に従い調査する。 
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ウ．記録 

調査の状況については、「ねずみ族検査結果記録表・検査依頼表」（様式１の２）に必要事項

を記載して保存する。 

（２）アンケート調査 

港湾区域等に所在する倉庫業者及びコンテナ取り扱い事業所、外航船が停泊する埠頭管理者等に

ついて、蔵置貨物等への被害状況の有無、実施している対策等についての情報を収集することによ

り、ねずみ族の分布及び生息状況を効率的に把握することを目的として実施する。 

なお、実施にあたっては、「アンケート調査」（別添２－４）に基づき実施する。 

（３）航空機蚊族調査においてねずみ族の証跡を認めた場合の対応 

航空機蚊族調査実施時において、機内にねずみ族の生息等を疑う糞等の証跡を確認した場合は、航

空会社に対し侵入防止策等を指導する。 

（４）重点調査 

政令区域における基礎的な調査により、外来媒介種を確認した場合、重点調査を実施する。必要に

応じ事業者に対する臨時のアンケート調査を行う。航空機、船舶及びコンテナ等における発見通報事

例について、一時的な侵入事例と判明した場合は、政令区域での重点調査の対象としないが、発見事

例が多発する場合は、政令区域について重点調査を実施する。検体については速やかに病原体検査を

実施する。 

（５）非常時対策 

基礎的調査及び重点調査により、ねずみ媒介感染症の病原体又は抗体を保有する媒介種が確認され

た場合、若しくは海外渡航歴の無いねずみ媒介感染症の患者が港湾区域等で発生し、当該区域等に生

息するねずみ族による媒介のおそれがある場合は、検疫所業務課と協議の上、｢ねずみ族非常時対策

マニュアル｣（別添２－５）に従い、衛生対策を行う。実施にあたり、別途発出している「ねずみ族調

査強化及び防除等にかかる事例集」等を参考に衛生対策を行う。また、必要に応じて非常時調査、健

康調査、防除作業、環境整備等を関係機関と連携し実施する。 
 

３．種の同定及びねずみ媒介感染症の病原体検査 

捕獲したねずみ族及びペストを媒介する寄生ノミの種の同定及び病原体検査は、「ねずみ3 族調査に

おける種の同定検査及び病原体の保有検査並びに検体の送付方法」（別添２－３）を参考に実施する。

病原体検査は、別途発出している「検疫法に基づく検査実施区分等について」に基づき、各検査課及び

検査室において検査材料及び寄生ノミを採取したのち、「ねずみ族検査結果記録表・検査依頼表」（様

式１の２）へ必要事項を記入して検査を依頼する。また、外来媒介種等、当該検査課及び検査室で同定

が困難な場合も、同様に依頼する。 
 
４．報告 

調査結果については、月単位で、データベースファイルに必要事項を入力後、各検疫所本所へ報告す

る。各検疫所本所は管内の本所、支所、出張所のデータを報告様式に一元化し管理するとともに、四半

期の翌月の10日（第4四半期は翌月末）までに管内の本所、支所、出張所のデータを港湾衛生評価分析官

へ登録する。なお、重点調査、非常時対策を実施した際には、検疫所業務課及び港湾衛生評価分析官と

情報を共有する。 
 

５．評価及び対策 

調査の結果については、毎年、「媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュアル」

（別添４）に基づき各検疫所において再評価し、衛生対策を講ずる。 
 

６．その他 

（１）関係機関や事業者によりねずみ族の発見通報（情報提供）及び捕獲された場合の取扱い 

港湾区域等に所在する関係機関や事業者から、ねずみ族（死そを含む）の発見等の通報（情報提供）

があった場合には、検疫所は聞き取り調査及び現場の状況確認後、捕獲が可能な状況であれば作業を

実施する。捕獲が難しい状況であると判断した場合には、関係機関や事業者に今後の対応について助

言を行う。ねずみ族が死亡していた場合には、当該ねずみ族を回収し、必要に応じ消毒等を実施（指

導）する。帰庁後、捕獲、死亡したねずみ族については、種の同定、寄生ノミの検査を実施し、媒介

種の場合、原則として病原体検査を実施する。 
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別添３ 蚊族調査マニュアル（抜粋） 
 
１．はじめに 

蚊族調査は、検疫感染症等のうち、蚊族が媒介するジカウイルス感染症、チクングニア熱、デング熱、

マラリア、ウエストナイル熱及び日本脳炎（以下、「蚊媒介感染症」という。）の国内侵入・まん延を

防止するため、検疫港及び検疫飛行場（以下、「検疫港等」という。）ごとに定める港湾区域等につい

て、計画的に、蚊媒介感染症を媒介する蚊族の把握、及び我が国に生息しない媒介種（以下、「外来媒

介種」という。）の発見に努めることとする。 

なお、蚊族とは蚊科をいう。 
 
２．蚊族調査 

蚊族調査は、媒介種の侵入監視目的として実施する。 

空港においては、蚊族が侵入する可能性が高い航空機を対象とした航空機調査及び港湾区域等に生息

する蚊族の種類及び媒介種の発生状況を把握する目的で生息調査を実施する。 

海港においては、外航船舶が着岸する埠頭周辺等に生息する蚊族の種類及び発生状況を把握する目的

で生息調査を行う。 

平時においては基礎的調査及び必要に応じ「アンケート調査」（別添３－５）を実施し、外来媒介種

が侵入したおそれが高い場合等には重点調査を実施する。蚊媒介感染症の病原体が媒介種より検出され

た場合は、｢蚊族非常時対策マニュアル｣（別添３－６）に基づき対策を講ずる。また、別途発出してい

る「蚊族調査強化及び駆除等にかかる事例集」等を参考に衛生対策を行う。 
 
（１）生息調査（基礎的調査） 

海外から来航する航空機が到着するエプロン、場周道路周辺、ボーディングブリッジ、旅客機到着

ターミナル、貨物機到着エリア及び貨物地区、外航船舶が着岸する埠頭及びコンテナが開梱されるエ

リアは蚊族の侵入リスクが高いと考えられることから、優先的に調査区及び調査点を設定し生息調査

を行う。また、調査区内において、生息する蚊族を明らかにし、外来媒介種の侵入・定着を確認する

ため、一定の頻度・方法で蚊族の成虫及び幼虫を採集する。 
 
ア. 調査頻度・調査点 

各検疫港等における調査対象の検疫港等及び頻度等は、｢媒介動物等を介して侵入する検疫感染

症等のリスク評価マニュアル｣（別添４）に従う。また、「蚊族調査における調査点の設定」（別添

３－１）に基づき調査点を設定する。設定した調査点は、「ねずみ族・蚊族調査点記録表」（様式

２の１）に必要事項を記載して保存する。 

イ. 調査方法 

①成虫調査 

調査区毎に、「蚊族の採集方法」（別添３－３）の２．炭酸ガス・ライトトラップ法に従い調査

する。 

②幼虫調査 

調査区毎に、「蚊族の採集方法」（別添３－３）の３．ヒシャク・ピペット法及び４．オビトラ

ップ法に従い調査する。 

ウ. 記録 

調査及び検査結果は、「蚊族成虫調査結果表」（様式２の３）及び「蚊族幼虫調査結果表」（様

式２の４）に必要事項を記載し保存する。 
 
（２）アンケート調査 

港湾区域等の蚊族の生息状況等については、事業所毎に専門業者等による調査・防除が実施され、

また、蚊族の生息状況は、物理的要因や気象条件の変化に影響を受けることから、港湾区域等の事業

所等に対して、「蚊族調査アンケート」（様式２の６）を用いたアンケート調査を必要に応じ実施す

る。得られた情報は、定期の蚊族調査における効率的かつ効果的な調査の実施や蚊族の発生源への対

策に加えて、重点調査等を実施する場合の参考資料とする。 

また、事業者等から外国貨物等の開梱時に採集された蚊族の提供があった場合は、同定を実施し、

媒介種の雌であった場合には、原則として病原体検査を実施する。また、必要に応じ、蚊族の発生源

対策の実施や事業者に対する防除等に関する助言を行う。 
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（３）航空機調査 

蚊媒介感染症の流行地域から来航する航空機を介して蚊族が侵入するおそれがあることから、航空

機内への蚊族の侵入状況、媒介種の有無及び病原体保有状況を明らかにするため、「航空機調査」（別

添３－２）に従い航空機内における生息調査及び病原体検査を実施する。調査にあたっては、発航地

の蚊媒介感染症の発生状況や気象条件（気温及び降水量等）、運航スケジュール（発航時間帯等）及

び過去の調査実績を踏まえた調査計画を策定し、計画的に調査を実施する。 

調査事項及び検査結果は、「航空機等蚊族調査表・検査結果表」（様式２の２）に記載し保存する。 
  

（４）重点調査 

政令区域における生息調査（基礎的調査）により、外来媒介種を確認した場合、重点調査を実施す

る。必要に応じて、事業者等に対して臨時のアンケート調査を行い、当該媒介種の生息範囲及び発生

源の推定等を資料として活用する。航空機、船舶及びコンテナ等における発見通報例について、一時

的な侵入事例と判明した場合は、港湾区域等での重点調査の対象としないが、発見事例が多発する場

合は、政令区域について重点調査を実施する。調査により捕獲した検体については速やかに病原体検

査を実施する。調査事項及び検査結果は、「航空機等蚊族調査表・検査結果表」（様式２の２）もし

くは「船舶等蚊族調査表・検査結果表」（様式２の８）に記載し保存する。 
 
（５）非常時対策 

生息調査（基礎的調査）又は重点調査により、蚊媒介感染症の病原体を保有する媒介種が確認され

た場合、若しくは海外渡航歴の無い蚊媒介感染症の患者が港湾区域等で発生し、当該区域等に生息す

る蚊族による媒介のおそれがある場合は、検疫所業務課と協議の上、「蚊族非常時対策マニュアル」

（別添３－６）に従い、衛生対策を行う。実施にあたり、別途発出している「蚊族調査強化及び駆除

等にかかる事例集」等を参考に衛生対策を行う。また、必要に応じて非常時調査、健康調査、防除作

業及び環境整備等を関係機関と連携し実施する。 
 
３．種の同定及び蚊媒介感染症の病原体検査 

採集した蚊族の種の同定及び病原体検査は、「蚊族調査における種の同定検査及び病原体の保有検査

並びに検体の送付方法」（別添３－４）を参考に各検査課及び検査室において実施する。外来媒介種等、

同定が困難な場合、「蚊族検査依頼書」（様式２の５）に必要事項を記入し、同定及び病原体検査を検

査センターへ依頼する。 
 

４．報告 

調査結果については、月単位で、データベースファイルに必要事項を入力後、各検疫所本所へ報告す

る。各検疫所本所は管内の本所、支所、出張所のデータを報告様式に一元化し管理するとともに、四半

期の翌月の10日（第4四半期は翌月末）までに管内の本所、支所、出張所のデータを港湾衛生評価分析官

へ登録する。なお、重点調査や非常時対策を実施した際には、検疫所業務課及び港湾衛生評価分析官と

情報を共有する。 
 

５．評価及び対策 

各調査の結果については、毎年、｢媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュア

ル｣（別添４）に基づき各検疫所において再評価し、衛生対策を講じるとともに次年次の調査計画の策定

の資料とする。 
 
６．その他 

・関係機関や事業者により採集された蚊族の取扱い 

港湾区域等に所在する関係機関等及び航空機等から、蚊族の発見等の情報を得た場合には、現場

の確認及び蚊族の回収並びに種の同定を実施し、媒介種の場合、原則として病原体検査を実施す

る。 

 

別添４ 媒介動物等を介して侵入する検疫感染症等のリスク評価マニュアル（抜粋） 
 
１．はじめに 

媒介動物等を介した検疫感染症等の我が国への侵入及び拡大を防止するため、検疫所では港湾区域等

において媒介動物等の調査を行っている。近年、国際交通や物流の多様化に伴い、地方海空港に海外か
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ら入港する国際路線も増加し、検疫感染症等が侵入するリスクは増大していると言える。また、国際保

健規則（IHR2005）の完全施行により、国際海空港などの入域地点における衛生状態の確保が以前に増し

て求められており、検疫所においては効率的かつ有効な調査を行うことが必要となった。このことから、

平成１７年に発出された港湾衛生管理ガイドラインを改定する必要性が高まり、平成２０年及び２１年

の検疫所研究調査において、海外から来航する船舶・航空機により運ばれる媒介動物等を介して侵入す

る検疫感染症等の各検疫港・検疫飛行場（以下、「検疫港等」という。）におけるリスク評価の基礎資

料の作成及び算出方法の検討がなされたところである。 

検疫感染症等の侵入リスクを算出するには、様々な手法を用い危険因子（Risk factor）（以下、「リ

スクファクター」という。）を抽出し、検疫港等、個々のリスク分析（Risk analysis）を行なう必要が

あることに加え、検疫感染症等の侵入防止の観点から、翌年の調査計画等に迅速に反映できるよう、容

易に算出できる手法が求められる。 

そこで、侵入リスクを算出するに当たり、海外から来航する船舶・航空機の入港実績から媒介動物等

の侵入及びヒトが病原体を持ち込む２つのリスクファクターを数値化し、効率的かつ的確な港湾衛生調

査を行うことにより、政令区域の衛生状態を把握できると思料する。また、この調査（基礎的調査等：

Permanentsurveillance）で得た情報を基に、公衆衛生上の脅威となりうる事象等を察知した場合、検疫

感染症等の我が国への侵入及び拡大を防止するため、重点調査や非常時対策といった積極的な衛生調査

（Active surveillance）や衛生措置等を講ずることが重要である。 
 
２． 基礎的調査 

基礎的調査のリスクファクターは、蚊媒介感染症の有識者の意見及び研究報告等を参考に、海外から

来航する船舶・航空機より侵入する媒介動物が持ち込む病原体をリスクファクターと考え、船舶・航空

機の入港実績をリスク分析のリスクファクターＡとし、また、ヒトを介して病原体が侵入するものをリ

スクファクターＢとした。 

（１）リスクファクターＡ 

我が国に存在する日本脳炎等を除く検疫感染症等の政令区域への侵入は、病原体を保有した媒介動

物が船舶・航空機を介して行われることが考えられる。特に流行地域から侵入するリスクが最も高い

と考えられるが、近年の船舶・航空機の寄港地の多様化を勘案し、前港が非流行地域であっても前々

港は流行地域である場合も考えられること、また、コンテナ貨物等の物流の特性から、前港が非流行

地域であってもそれ以前に病原体を保有した媒介動物等が侵入している可能性があるためである。一

方、２次港や３次港で入港する外航船舶のリスクも考慮すべきではあるが、それら外航船舶の全入港

数を正確に得ることは困難であること、一義的にリスクが最も高いのは１次港と推察されることから、

前年の検疫感染症等の非流行地域から来航した船舶・航空機も含めた検疫実績数をリスク分析のリス

クファクターＡとした。 

（２）リスクファクターＢ 

各検疫港等の検疫感染症等の患者及び感染者は、これらの患者等を介して病原体が侵入し、そこに

生息している媒介動物等を介し、二次感染等の感染拡大を起こすことが考えられることから、前年の

検疫感染症等の発見数をリスク分析のリスクファクターＢとした。 
 
３． リスクファクターの数値化 

基礎的調査を行うにあたり、リスクに応じた調査内容を定めるリスクファクターを数値化した。リス

クファクターの配点区分については、統計学上、一般的な手法である対数化により区分し、配点数とし

た（表１）。 
 

表１入港及び検疫感染症等の発見数状況による配点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間の総来航船舶隻数（海港・空港）Ａ 

0 ～30 ～300 ～3,000 ～30,000 30,001以上 

検疫感染症等の年間発見数（件）Ｂ 

0 １ ～10 ～100 ～1,000 1,001以上 

0点 1点 2点 3点 4点 5点 
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４． 基礎的調査を行うためのリスク分析の結果 

数値化したリスクファクターＡ、Ｂそれぞれの点数を合計し、基礎的調査を行うための調査頻度を定

める数値とした。 

※船舶については船舶衛生検査及び船舶衛生管理（免除）証明書により衛生状態は担保されてい

ると考えられる。一方、航空機においては、機内でねずみ族や蚊族が捕獲される事例が見受けら

れるが、今回、リスク評価を行うにあたって輸送機関（航空機と船舶）による点差は設けないこ

ととした。 
 
５. 基礎的調査（Permanent Surveillance） 

平時より継続的に行う調査（基礎的調査）は、リスクファクターＡ及びＢから算出した数値を表２に

当てはめ、年間、この頻度を基本として調査を行う。 

なお、原則、基礎的調査はあくまで、年間を通じて実施すべき調査頻度の基本とし提示するものであ

り、状況に応じ、それ以上の調査区域、また調査頻度で調査を行うことは差し支えないものとする。 

 

表２リスク評価結果に基づく調査頻度（基礎的調査） 
 

 
※田中敬恭、長谷山路夫、島村博：平成２１年度検疫所研究調査「港湾衛生対策における「港湾衛生ガイドライン」

の再検討となる基礎資料の研究」の表４－１を改変した。 

※ねずみ族に関する1回の調査とは、原則５日間、連続して設置。 

※蚊族に関する1回の調査とは、 

・成虫調査・・・１昼夜。 

・幼虫調査・・・水域定点は１日、オビトラップは１～２週間（設置から回収まで）。 

※月平均気温とは、過去５年間の月平均気温。 
 

６. 基礎的調査等に基づくリスク評価及び衛生対策 

基礎的調査等に基づく対策については、表３－１、表３－２に示す。 

基礎的調査等により、我が国に生息していない外来種で検疫感染症等の流行に関与する種が確認された

場合は、別に定める「ねずみ族・蚊族調査強化及び駆除等にかかる事例集」等を参考に地域の事情等を

考慮し衛生対策を行う。 

また、必要に応じ、調査頻度を上げ監視を継続及び隣接する調査区についても調査を行うなどの衛生

対策を講ずることとする。 

基礎的調査等に加え、重点調査や非常時対策を講じ、政令区域全体の衛生状態を密に把握するととも

リスク 

分析結果 

（A＋B） 

海港・空港 空港 

 ねずみ族調査    蚊族調査 航空機調査 

９点以上 延べ60調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

通年、延べ60調査区以上/年。 
年間60機以上を実施。 

８点 延べ50調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

通年、延べ50調査区以上/年。 
年間50機以上を実施。 

７点 延べ40調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

通年、延べ40調査区以上/年。 
年間40機以上を実施。 

６点 延べ30調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

延べ30調査区以上/年。 
年間30機以上を実施。 

５点 延べ20調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

延べ20調査区以上/年。 
年間20機以上を実施。 

４点 延べ15調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

延べ15調査区以上/年。 
年間15機以上を実施。 

３点 延べ10調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

延べ10調査区以上/年。 
年間10機以上を実施。 

２点 延べ５調査区以上/年。 
月平均気温15℃以上の月を中心に、

延べ５調査区以上／年。 
年間５機以上を実施。 

０～１点 年１回以上実施。 年１回以上実施。 年間５機以上を実施。 
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に、検疫法第２７条に基づき、媒介動物の生息密度を下げるための環境整備、発生源対策等の検疫所長

が行う衛生対策を関係機関等と連携し実施することにより、一定の水準以下にリスクを低減させること

は、極めて重要である。 

航空機調査の結果については､政令区域への侵入前の状態であるため､リスク評価の対象とせず、管理

者等へ媒介動物（蚊、ねずみ）の侵入防止を指導する。コンテナ内で発見された外来媒介種についても

同様の対応とする。また、検疫感染症等の媒介する種で感染症が拡大する恐れがある場合、殺虫・殺鼠

等の防除や感染症拡大防止のための消毒等の衛生措置を指示または実施する。 

 

表３－１ねずみ族調査結果への対応策及び評価 
 

基礎的調査等の結果 リスク評価 衛生対策 評価マップの色 

政令区域での基礎的調査等

において捕獲したねずみ

(優先種、従属的種)１）又は

検疫感染症等を媒介する 

ノミ、ダニ（優先種、従属 

的種）１）から検疫感染症等

の抗体又は病原体若しくは

病原体を疑う遺伝子等の保

有が確認された。 

D 検疫感染症等

の侵入リスクが

高い。 

①別に定める非常時対策２）を講

ずる。病原体の保有を認めなく

なった時点で、通常の調査に戻

すこととする。 

②翌年の調査頻度を上げ監視を

継続するとともに、媒介動物の

生息密度を下げる衛生対策（環

境整備や発生源対策等。必要に

応じ関係機関等と連携）を実施

する。 

③管理者等へねずみの侵入防止

を指導する。必要に応じ消毒を 

行う。 

   赤 

政令区域での基礎的調査等

において検疫感染症等を 

媒介する外来種のねずみ

(優先種、従属種)１）又は 

ノミ、ダニ(優先種、従属種）
１）が捕獲された。 

検疫感染症等の抗体又は 

病原体若しくは病原体を 

疑う遺伝子等の保有は確認

されない。 

C 検疫感染症等

の侵入リスクは

中程度。 

①別に定める重点調査（積極的な

調査）を実施する。外来種であ

るねずみ又はノミの捕獲を認

めなくなった時点で、通常の 

調査に戻すこととする。 

②翌年の調査は、原則､基礎的調

査を実施するが、当該調査区に

ついては､調査頻度及び調査点

を増やし監視を継続するとと

もに、媒介動物の生息密度を 

 下げる衛生対策（環境整備や 

発生源対策等。必要に応じ関係

機関等と連携）を実施する｡ 

当該調査区と隣接する調査区

についても調査を行う。 

③管理者等へねずみの侵入防止

を指導する。必要に応じ消毒を

行う。 

   黄 
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１）優先種、従属的種等は別添資料２の「感染症別入力対象ねずみ族等媒介種（検疫感染症及び検疫感染症に準ずる

感染症を媒介する主なねずみ族、ノミ及びマダニ）」とするが、新たに確認された種は参考資料を改訂して対応す

るが、必要に応じ緊急的に種を追加し対応する。 

２）別途発出している「ねずみ族調査強化及び防除等にかかる事例集」等を参考に実施する。 

 

基礎的調査等とは、通報等により政令区域での発見事例も含む。ただし、航空機、船舶等での実績は政

令区域内での侵入ではないため、評価の対象とせず結果の報告のみとする。 

優先種とは、過去に検疫感染症等の流行に関与した種を指す。 

従属的種とは、過去に検疫感染症等の発生に関与した種を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政令区域での基礎的調査等 

において検疫感染症等を 

媒介する在来種のねずみ

（優先種、従属的種 １）又は

ノミ 、ダニ（優先種 、従属

的種１）が捕獲された。 

検疫感染症等の抗体又は 

病原体若しくは病原体を 

疑う遺伝子等の保有は確認

されない。 

B 検疫感染症等

の侵入リスクは

低い。 

①引き続き、基礎的調査を継続し

つつ、媒介動物の生息密度を下

げる衛生対策（環境整備や生息

場所の対策等。必要に応じ関係

機関等と連携）を実施する。 

②翌年の調査は、原則、基礎的調

査を継続することとするが、 

捕獲頭数や捕獲箇所数が通常

より多い場合等、必要に応じて

当該調査区の調査頻度又は 

調査点を増やしつつ、生息密度

を下げる衛生対策に努める。 

③管理者等へねずみの侵入防止

を指導する。 

   緑 

政令区域での基礎的調査等

においてねずみが捕獲され

ない。 

A 検疫感染症等

の侵入リスクは

非常に低い。 

①基礎的調査を継続し、生息種及

び生息密度をモニターしつつ、

関係機関や事業者と協力し 

調査区内の衛生状態の維持に

努める。 

②翌年の調査は、基礎的調査を 

実施する。 

   青 

航空機、船舶等で捕獲した

場合 

リスク評価の 

対象としない。 

基礎的調査を継続し、生息種及び

生息密度をモニターしつつ、関係

機関や事業者と協力し調査区内

の衛生状態の維持に努める。翌年

の調査は、基礎的調査を実施 

する。必要に応じ当該区域の調査

を強化する。 

病原体の保有等を確認した場合、 

必要に応じ、別に定める非常時 

対策２）等を行う。 

リスク評価の対

象としない。た

だし、発見情報

について速やか

に港湾衛生評価

分析官へ情報提

供する。 
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表３－２蚊族調査結果への対応策及び評価 
 

基礎的調査等の結果 リスク評価 衛生対策 評価マップの色 

政令区域での基礎的調査等に

おいて検疫感染症等を媒介 

する媒介蚊の成虫（優先種、

従属的種、注意すべき種）１）

が捕集された。検疫感染症等

の病原体又は病原体遺伝子の

保有が確認された。 

D 検疫感染症等

の侵入リスクが

高い。 

①別に定める非常時対策２）を

講ずる。病原体の保有を認め

なくなった時点で、通常の 

調査に戻すこととする。 

②翌年の調査頻度を上げ監視

を継続するとともに、媒介 

動物の生息密度を下げる 

衛生対策（環境整備や発生源

対策等。必要に応じ関係機関

等と連携）を実施する。 

③管理者等へ蚊の侵入防止を

指導する。必要に応じ殺虫を

行う。 

赤 

 

政令区域での基礎的調査等に

おいて検疫感染症等を媒介す

る成虫又は幼虫の外来媒介蚊

（優先種）１）が捕集された。 

検疫感染症等の病原体若しく

は病原体遺伝子の保有は確認

されない。 

C 検疫感染症等

の侵入リスクは

中程度。 

①別に定める重点調査（積極的

な調査）を実施する。外来 

媒介蚊の成虫又は幼虫の 

優先種を認めなくなった 

時点で、通常の調査に戻すこ

ととする。 

②翌年の調査は、原則、基礎的

調査を実施するが、当該調査

区については、調査頻度及び

調査点を増やし監視を継続

するとともに、媒介動物の 

生息密度を下げる衛生対策

（環境整備や発生源対策等。

必要に応じ関係機関等と 

連携）を実施する。 

③管理者等へ蚊の侵入防止を

指導する。必要に応じ殺虫を

行う。 

黄 

政令区域での基礎的調査等 

において検疫感染症等を媒介

する媒介蚊（優先種、従属的

種、注意すべき種）１）が捕集

された。 

検疫感染症等の病原体若しく

は病原体遺伝子等の保有は 

確認されない。 

B 検疫感染症等

の侵入リスクは

低い。 

 

①引き続き、基礎的調査を継続

しつつ、媒介動物の生息密度

を下げる衛生対策(環境整備

や発生源対策等。必要に応じ

関係機関等と連携)を実施 

する。翌年の調査は、原則、

基礎的調査を継続すること

とするが、当該調査区につい

ては、必要に応じて調査頻度

又は調査点を増やしつつ、 

生息密度を下げる衛生対策

に努める。 

緑 
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１）優先種、従属的種等は別添 資料３の「感染症別入力対象蚊族媒介種（検疫感染症及び検疫感染症に準ずる感染症 

を媒介する主な蚊族）」とするが、新たに確認された種は参考資料を改訂して対応するが、必要に応じ緊急的に種を

追加し対応する。 

２）別途発出している「蚊族調査強化及び駆除等にかかる事例集」等を参考に実施する。 
 
基礎的調査等とは、通報等により政令区域での発見事例も含む。ただし、航空機、船舶等での実績は

政令区域内での侵入ではないため、評価の対象とせず結果の報告のみとする。 

優先種とは、過去に検疫感染症等の流行に関与した種を指す。 

従属的種とは、過去に検疫感染症等の発生に関与した種を指す。 
 
７．評価マップの作成  

評価は、海空港毎に行う。併せて、メッシュを色分けした評価マップを作成することは、その海空港

のどこにリスクがあるか明示できる利点がある。 

政令区域での基礎的調査等に

おいて捕集されるが媒介蚊

（優先種、従属的種、注意す

べき種）１）ではない。又は蚊

が捕集されない。 

 

A 検疫感染症等

の侵入リスクは

非常に低い。 

 

①基礎的調査を継続し、生息種

及び生息密度をモニターし

つつ、関係機関や事業者と協

力し調査区内の衛生状態の

維持に努める。 

②翌年の調査は、基礎評価に基

づく調査を実施する。 

青 

航空機、船舶等で捕獲した場

合 

 

リスク評価の 

対象としない。 

 

基礎的調査を継続し、生息種及

び生息密度をモニターしつつ、

関係機関や事業者と協力し調

査区内の衛生状態の維持に努

める。翌年の調査は、基礎的調

査を実施する。必要に応じ当該

区域の調査を強化する。病原 

体の保有等を確認した場合、 

必要に応じ、別に定める非常時

対策２）等を行う。 

リ ス ク 評 価 の 

対象としない。 

ただし、発見情報

について速やか

に港湾衛生評価

分 析 官 へ 情 報 

提供する。 

 


